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はじめに

 

昨今のわが国の地方行政を取り巻く環境は、少子高齢化に伴う本格的な人口減少社会の到来、社

会全体のデジタル化の急速な進行、新型コロナウイルス感染症への継続的な対応、住民のライフス

タイルと価値観の多様化、公共私連携による地域社会の新たな動き、脱炭素化やＳＤＧｓ等の地球

規模の潮流など、これまでとは大きく異なる変化が見られます。

こうした中で、地方公共団体は、自治体ＤＸの推進、人材の育成、経営マネジメントの強化等を

図りつつ、住民ニーズを的確に捉え、地域の特性を活かしながら、住民福祉の向上、地域産業の振

興、まちづくりの推進、防災対策の強化、自然環境の保全、共生社会の実現等に関する諸課題に、

自らの判断と責任において取り組んでいくことが求められています。

このため、当機構では、地方公共団体が直面している諸課題を多角的・総合的に解決するため、

個々の団体が抱える課題を取り上げ、当該団体と共同して、全国的な視点と地域の実情に即した視

点の双方から問題を分析し、その解決方策の研究を実施しています。

本年度は４つのテーマを具体的に設定しており、本報告書は、そのうちの一つの成果を取りまと

めたものです。

共同での研究を行った岐阜県は、令和４年３月に「岐阜県デジタル・トランスフォーメーション

推進計画」を策定し、県内の市町村行政の DX を推進しており、本年度岐阜県は県内の市町村から

デジタル技術を活用して解決したい地域課題の募集を行いました。応募の中から、揖斐川町の移動

支援、下呂市の地域医療支援といった地域課題について、地域の企業等と課題解決に向けた連携推

進のための枠組みを発足し、先進事例地域の視察等を行い、課題解決に向け調査・検討しました。

今年度の本研究の企画及び実施に当たりましては、調査研究委員会の委員を始め、関係者の皆様

から多くの御指導と御協力をいただきました。

また、本研究は、公益財団法人 日本財団の助成金を受けて、岐阜県と当機構とが共同で行った

ものであり、ここに謝意を表する次第です。

本報告書が広く地方公共団体の施策展開の一助となれば大変幸いです。

令和５年３月

一般財団法人 地方自治研究機構

理 事 長 井 上 源 三
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序章 調査研究の概要 

１ 調査研究の背景と目的 

現在の地方自治体においては、少子高齢化をはじめとする人口構造の変化や住民意識の多様化

を背景として多くの行政課題に直面している。 

岐阜県では、「誰一人取り残されないデジタル社会」の実現に向け、「岐阜県デジタル・トラン

スフォーメーション推進計画（令和４年３月策定）」に基づき、県下の市町村行政の DX 支援に取

り組んでいる。その一環として、岐阜県は、地域課題をデジタル技術により解決するプロジェク

トを策定するために企業、大学等で構成する枠組みを構築することを打ち出し、令和４年度にお

いては揖斐川町と下呂市を対象に実施することになった。 

揖斐川町は、路線バス（ふれあいバス）、デマンドバス（はなももバス）による公共交通サービ

スを提供しているが、新型コロナウイルス感染症流行の影響もあり、利用が低調でその収支が問

題とされている。また、下呂市は、専門医が不足しており、専門医を受診するためには遠方の医

療機関まで出かけて受診しなければならないという問題が深刻化している。 

岐阜県は、このような地域課題の解決に向けて、揖斐川町とともに｢揖斐川地域移動支援×デジ

タル連携協議会｣、下呂市とともに｢下呂地域医療×デジタル連携協議会｣を発足した。 

こうした背景を鑑み本調査研究においては、上記の協議会における検討を踏まえつつ、地域交

通や地域医療における有効なデジタル技術の活用について検討することを目的とした。 
 

２ 調査研究の流れと全体像 

本調査研究では、以下に示す(1)～(3)の作業項目を中心に検討を進めた。 

 
(1) 地域課題の解決に関する先進的な事例の収集 

地域における移動や地域医療に関する課題に対し、デジタル技術による解決に取り組んでい

る先進的な地域についての事例を収集した。 

 
(2) 先進な取組についての詳細の把握 

本調査研究では、デジタル活用の参考とするために、先進的な取組を行っている地域を視察

した。地域移動支援については大阪府豊能町、地域医療支援については熊本県医師会を視察対

象とした。 
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３ 調査研究の体制・スケジュール

(1) 調査研究の体制

本共同調査研究は、岐阜県デジタル戦略推進課と一般財団法人地方自治研究機構が共同調査

研究の実施主体となり、岐阜県が、揖斐川町とともに発足した｢揖斐川地域移動支援×デジタ

ル連携協議会｣、下呂市とともに発足した｢下呂地域医療支援×デジタル連携協議会｣の指導及

び助言の下、実施した。

図表 序- 調査研究の体制図

(2) 調査研究の作業スケジュール

調査研究の作業は、概ね次表のようなスケジュールで進めた。

図表 序- 調査研究スケジュール

共同調査研究実施主体
（事務局）

岐阜県

一般財団法人地方自治研究機構

揖斐川町 下呂市

株式会社大垣共立銀行

基礎調査
結果報告

基礎調査
業務委託

調査研究結果・
進捗状況への助言

調査研究結果・
進捗状況の報告

調査研究結果・
進捗状況の報告

調査研究結果・
進捗状況への助言

揖斐川地域移動支援×デジタル
連携協議会

下呂地域医療支援×デジタル
連携協議会

年 年

６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月

地域課題解
決に関する
先進的な取
組の収集

先進的な取
組について
の詳細の把
握

課題解決の
障壁の抽出
及び解決策
の検討

報告書作成

協議会／委員会

事務局会議 ▲▲ ▲▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲▲ ▲ ▲▲

運行体系の見直し

デジタル技術を活用した地域医療の課題解決の取組の事例収集

デジタル技術を活用した地域公共交通の課題解決の取組の事例収集

報告書作成

▲
第 回

▲
第 回

▲
第 回

▲
第 回

視察先の検討

視察先の検討
視察先の詳細な情報収集、
ヒアリング項目等の検討

視察先の詳細な情報収集、ヒア
リング項目等の検討

▲
視察

▲
視察

利便性向上による利用者増加対策の検討

担当者会議等での検討

▲

▲ 地域移動支援に関するもの

地域医療支援に関するもの
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(3) 課題解決の障壁の抽出及び解決策の検討 

課題解決における障壁を抽出し、（2）の結果等も活用し、その解決策を検討する。さら

に、地域移動支援においては、デマンドバスの既存システムの改修の検討や今後の地域公共交

通体制を検討する際の需要等に関するシミュレーションの検討を行った。地域医療支援におい

ては、協議会や担当者会議等において障壁の抽出やその対応策等の検討を行った。 

本調査研究の作業項目について整理したものが、次表である。 

図表 序- 本調査研究の目標とそのための活動 

目標 目標達成のための活動

地域課題の解決に関

する先進的な事例の

収集

✓デジタル技術を活用した地域課題の解決に関する先進的な事例に関す

る文献等による調査の実施

・地域移動支援：デジタル技術を活用した地域公共交通の課題解決の事例の収集 

・地域医療支援：デジタル技術を活用した地域医療の課題解決の事例の収集 
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・地域医療支援：協議会、担当者会議等での検討

 

各作業項目の関係や流れを示した全体像は、以下のとおりである。 
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３ 調査研究の体制・スケジュール
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図表 序- 調査研究の体制図
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第１章 調査研究を取り巻く環境 
 

１ 地方行政における DX 推進の意義 

社会全体においてデジタルトランスフォーメーション（DX）を進めることが望まれている昨今

では、次のような意義から地方行政においても DX の推進が期待されている。 

 
(1) 住民への利便性向上、業務効率化等への期待 

令和２年 12 月、政府において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決定さ

れ、目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズ

に合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会 ～誰一人取り残さない、

人に優しいデジタル化～」が示された。 

また、令和４年６月、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定され、目指すべ

きデジタル社会のビジョンとして改めて位置づけられた。 

このようなビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市区町村

の役割は極めて重要であり、まずは以下の達成が求められるとともに、DX を推進するに当た

っては、住民等とその意義を共有しながら進めていくことも不可欠である。 

○ 自らが担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を

向上させるとともに、 

○ デジタル技術や AI 等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更な

る向上に繋げる 

 
(2) 地域社会のデジタル化、民間と連携等への期待 

(1)に加え、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において掲げられた「デジタル社会の

実現に向けた構造改革」及び「デジタル田園都市国家構想の実現」は、国・自治体が歩調を合

わせて取り組むデジタル社会の実現に向けた基本戦略であり、自治体においても両戦略に基づ

いた取組が期待されている。 

また、データが価値創造の源泉であることの認識を共有し、データの様式の統一化等を図り

つつ、多様な主体によるデータの円滑な流通を促進することによって、EBPM 等により自ら

の行政の効率化・高度化を図るとともに、多様な主体との連携により民間のデジタル・ビジネ

スなど新たな価値等が創出されることが期待される。 
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同計画の策定以降、政府においては、新たに「デジタル田園都市国家構想」を掲げるなど、

自治体 DX に関連する様々な動きがあり、令和４年６月には、「デジタル社会の実現に向けた

重点計画」や「デジタル田園都市国家構想基本方針」が閣議決定され、社会のデジタル化に向

けた政府としての方針が示された。 

これらを踏まえ、令和４年９月、同計画について、「自治体デジタル・トランスフォーメー

ション（DX）推進計画【第 2.0 版】」として改定を行っている。 

図表 Ⅰ 自治体 DX 推進計画【第 2.0 版】の概要 

出所：総務省「自治体 DX 推進計画等の概要」から抜粋 

(2) 地域社会のデジタル化 

「自治体 DX 推進計画」において、自治体 DX の取組とあわせて取り組むべき事項として、

「すべての地域がデジタル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル化を集中的に推

進する」ことが挙げられている。 

近年、AI やビッグデータなど先端技術を活用し、都市内の様々な事業やサービスに共通に

使用できるデータ基盤を整備することによって、社会の在り方を根本から変えるような都市を

設計する動きが国際的に急速に進展している。 
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２ 国等の自治体 DX に関する動向の整理 

 
(1) 国による自治体 DX 推進に関連する施策 

前述の意義を受け、総務省・デジタル庁等は自治体 DX を推進するための施策を立案してい

る。総務省は、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年 12 月 25 日閣議決定）における

自治体関連の各施策について、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するととも

に、総務省及び関係省庁による支援策等をとりまとめ、令和２年 12 月に「自治体デジタル・

トランスフォーメーション（DX）推進計画」として策定した。同計画では、地方自治体の業

務システムの改革に向けた重点取組事項として、以下が挙げられている。 

①自治体の情報システムの標準化・共通化 

②マイナンバーカードの普及促進 

③行政手続のオンライン化 

④AI・RPA の利用推進 

⑤テレワークの推進 

⑥セキュリティ対策の徹底 

図表 Ⅰ- 自治体 DX 推進計画の背景と概要 

出所：総務省「自治体 DX の推進」 
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「スーパーシティ」構想の実現に向けた制度の整備、地域限定型規制のサンドボックス制度の創

設、特区民泊における欠格事由（暴力団排除規定等）等の整備、を盛り込んだ、「国家戦略特別区域

法の一部を改正する法律」が令和２年５月 27日に成立し、６月３日に法律第 34号として公布され、

９⽉１⽇に施⾏された。さらに、12⽉25⽇にスーパーシティ提案の公募が開始された。ちなみに、スー

パーシティ型国家戦略特区の指定基準としては、以下が挙げられている。 

・ データ連携基盤を通じた複数分野の先端的サービスの提供（概ね５分野以上を⽬安） 

・ 広範かつ⼤胆な規制・制度改⾰の提案と、先端的サービス等の事業の実現に向けた 地⽅公

共団体、⺠間事業者等の強いコミットメント  

・ 構想全体を企画する者である「アーキテクト」の存在  

・ 地⽅公共団体の公募による必要な能⼒を有する主要な事業者候補の選定  

・ 地⽅公共団体による区域指定応募前の住⺠等の意向の把握  

・ データ連携基盤の互換性確保及び安全管理基準適合性  

・ 住⺠等の個⼈情報の適切な取扱 

② デジタル田園都市国家構想

デジタル田園都市国家構想は、その基本的な考え方として「全国どこでも誰もが便利で快適に暮

らせる社会」を目指すとしている。そのために、デジタルは地方の社会課題を解決するための鍵であ

り、新しい価値を生み出す源泉と考えており、今こそデジタル田園都市国家構想の旗を掲げ、デジタ

ルインフラを急速に整備し、官民双方で地方におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）を積極

的に推進するとしている。 

 
・ デジタル田園都市国家構想は「新しい資本主義」の重要な柱の一つ。地方の社会課題を成長の

エンジンへと転換し、持続可能な経済社会の実現や新たな成長を目指す。 

・ 構想の実現により、地方における仕事や暮らしの向上に資する新たなサービスの創出、持続可

能性の向上、Well-beingの実現等を通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業者が享受できる

社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。これにより、東京圏

への一極集中の是正を図り、地方から全国へとボトムアッ プの成長を推進する。  

・ 国は、基本方針を通じて、構想が目指すべき中長期的な方向性を提示し、地方の取組を支援。

特に、データ連携基盤の構築など国が主導して進める環境整備に積極的に取り組む。地方は、

自らが目指す社会の姿を描き、自主的・主体的に構想の実現に向けた取組を推進する。 
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① スーパーシティ 

デジタル化による都市の設計の流れを踏まえれば、大胆な規制改革等によって、世界に先駆けて

未来の生活を先行実現する「まるごと未来都市」を目指すスーパーシティ構想の実現を図る必要が

ある。 

このようなスーパーシティ構想は、住⺠が参画し、住⺠⽬線で、2030年頃に実現される未来社会

を先⾏実現することを⽬指すもので、 そのポイントとして以下の３つが挙げられている。（図表Ⅰ-３

参照） 

 

・ ⽣活全般にまたがる複数分野の先端的サービスの提供  

AIやビッグデータなど先端技術を活⽤し、⾏政⼿続、移動、医療、教育など幅広い分野で利便

性を向上。 

・ 複数分野間でのデータ連携  

複数分野の先端的サービス実現のため、「データ連携基盤」を通じて、様々なデータを連携・共

有。 

・ ⼤胆な規制改⾰  

先端的サービスを実現するための規制改⾰を同時・⼀体的・包括的に推進。 

 
図表 Ⅰ- スーパーシティの構成 

出所：内閣府地方創生推進事務局｢スーパーシティ・デジタル田園健康特区について 

（国家戦略特区制度を活用したデジタル田園都市国家構想の推進）｣  
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・デジタル原則とアーキテクチャを遵守し、オープンなデータ連携基盤を活用する、モデ

ルケースとなり得る取組（データ連携基盤活用型（TYPE2）） 

・新規性の高いマイナンバーカードの用途開拓に資する取組（マイナンバーカード高度利

用型（TYPE3））  

・マイナンバーカード交付率が高い団体における全国への横展開モデルとなる先行事例構

築に寄与する取組 （マイナンバーカード利用横展開事例創出型）  

・「転職なき移住」を実現するとともに、地方への新たなひとの流れを創出する取組（地

方創生テレワーク型） 

 
なお、｢デジタル実装タイプ｣の３つの TYPEの採択事例は、以下のとおりである。 

 
図表 Ⅰ- TYPE1 の採択事例 

出所：内閣府地方創生推進事務局、内閣官房 デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、デジタル庁 

「デジタル田園都市国家構想交付金 デジタル実装タイプ TYPE1/2/3 等 制度概要」 
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令和４年９月、「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日閣議決定）において、「事

例の深掘りや追加等、充実化した上で横展開を行い、地方公共団体におけるデジタル実装の取組

を推進する」とされており、地域社会のデジタル化の推進も求められている。 

 
スーパーシティ型国家戦略特区としては、つくば市、大阪（府・市）が選定され、デジタル田園健康

特区としては、加賀市、茅野市、吉備中央町が選定されている。各特区の目標、特定事業等は、図表

Ⅰ-４のとおりである。 

図表 Ⅰ- スーパーシティ、デジタル田園健康特区の区域の目標・特定事業等 

出所：内閣府地方創生推進事務局「スーパーシティ・デジタル田園健康特区について 

（国家戦略特区制度を活用したデジタル田園都市国家構想の推進）」 

また、デジタル田園都市国家構想については、デジタル実装を支援する「デジタル実装タイプ」、中

長期的な計画に基づき先導的な取組や施設整備等を支援する「地方創生推進タイプ」、「地方創生

拠点整備タイプ」を設け、それぞれの特性を生かしながらデジタル田園都市国家構想を推進し、これ

らを支援する交付金を設けている。このうち「デジタル実装タイプ」については、デジタルを活用した

地域の課題解決や魅力向上の実現に向けて、以下の取組を行う地方公共団体に対し、その事業の

立ち上げに必要なハード／ソフト経費を支援している。 

・他の地域で既に確立されている優良モデルを活用した実装の取組（優良モデル導入支援

型（TYPE1）） 
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３ 岐阜県の DX 推進の動向 

岐阜県は、令和４年３月に「岐阜県デジタル・トランスフォーメーション推進計画」を策定・

公表し、市町村行政における DX を支援することを打ち出している。 

 
(1) 岐阜県デジタル・トランスフォーメーション推進計画の策定 

岐阜県は、来たるべきデジタル社会やアフターコロナの新たな日常をにらみ、オール岐阜で

デジタル・トランスフォーメーション（DX）を推進するため、令和４年３月に「岐阜県デジ

タル・トランスフォーメーション推進計画」を策定・公表した。なお、本計画は、「オール岐

阜」で議論を積み重ねるとともに、広く県民や関係者からご意見を伺いながら、県政のあらゆ

る分野でデジタル化を切り口に政策の総点検を行い、その結果を反映している。 

本計画に基づき「誰一人取り残されないデジタル社会」の実現を目指し、産官学が垣根を越

えて一丸となった「オール岐阜」体制で、あらゆる分野における DX・デジタル化を推進に取

り組んでいる。 

 
図表 Ⅰ- 岐阜県デジタル・トランスフォーメーション推進計画の概要図 

 
出所：岐阜県｢岐阜県デジタル・トランスフォーメーション推進計画｣ 
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図表 Ⅰ- TYPE2/3 の採択事例 

【茨城県境町の事例】

【北海道更別村の事例】

出所：内閣府地方創生推進事務局、内閣官房 デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、デジタル庁 

「デジタル田園都市国家構想交付金 デジタル実装タイプ TYPE1/2/3 等 制度概要」 
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図表 Ⅰ- ｢地域×デジタル｣連携協議会による地域課題解決の全体像 

出所：岐阜県｢第１回揖斐川地域移動支援×デジタル連携協議会の開催について 

(令和４年９月 14 日(水)岐阜県発表資料)｣ 
 

① 「地域×デジタル」連携協議会による地域課題解決 

岐阜県内の市町村から寄せられた「デジタル技術の活用により解決を図る地域課題（６市町・９項

目）」のうち、下呂市と揖斐川町から寄せられた地域課題については、広域的な課題と考え、課題解

決に向けた連携推進のための枠組み（連携協議会）をそれぞれ発足させた。連携協議会では、プロ

ジェクト策定に向けて議論を進めている。 

 
ア 下呂地域医療×デジタル連携協議会 

下呂市では、医師（特に専門医）が不足しており、病状によっては遠方の医療機関を受

診する必要がある。例えば、下呂市内の医療機関には脳外科専門医師がいないため、軽度

の脳疾患患者でも遠方の医療機関に救急搬送されている。また、市内病院における医療連

携についても、画像データ（MRI・CT 等）を CD 媒体に保存し、事務員が別の医療機関

まで届けるというアナログ的な対応も多い。 

地域内の高齢化が進む中、上記の問題を克服し、効果的な医療提供が求められている。

そのため、次の図のような構成で下呂地域医療×デジタル連携協議会を発足させた。 
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(2) 市町村行政の DX 支援 

市町村行政における DX を推進するにあたり、岐阜県は、現状と課題を以下のように捉えて

いる。 

〇 過疎化の進む地域では、市町村のみでデジタル化を担う人材の確保やデジタル化を推進

する体制の構築が困難である。 

〇 デジタル化のノウハウが不足しており、産学官が連携した地域課題の解決等、官民の協

働が不可欠である。 

〇 デジタル化の取組に県・市町村でばらつきがあり、享受できる利便性が異なる。県・市

町村が連携し、足並みをそろえたデジタル化が必要である。 

 
そのため、地域づくりの目指す姿として、岐阜県は、以下の 3 点を打ち出している。 

 
◎ （一財）岐阜県市町村行政情報センターや IT 企業と連携した、市町村行政のデジタル

化支援による「オール岐阜」での行政サービス向上 

◎ 産学官でのデジタル活用により、岐阜県全体での地域課題が解決される枠組みが整備さ

れ、持続可能な地域運営が実現 

◎ 全ての市町村が足並みをそろえたデジタル化を達成し、地域によって格差が存在するこ

とのない岐阜県を実現 

 
デジタル技術の活用による地域課題解決を目的に、県・市町村、企業、大学等で構成する枠

組みを全圏域で構築することを施策として打ち出している。 

また、枠組みでは、専門的なコーディネーターによるサポートのもと、諸課題の解決に向け

たプロジェクトを立ち上げることとしている。 

(3) オール岐阜による市町村 DX 推進の取組み 

岐阜県では、地域課題を広域的な課題とその他の２つのタイプに分け、その解決を図る取組

を実施している。 

広域的な課題については、その解決を図る枠組みとして、「地域×デジタル」連携協議会を

発足させている。その他の課題については、民間企業、大学、NPO 法人等から、課題にマッ

チする解決策の提案等を公募している。 
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図表 Ⅰ- ｢地域×デジタル｣連携協議会による地域課題解決の全体像 

出所：岐阜県｢第１回揖斐川地域移動支援×デジタル連携協議会の開催について 

(令和４年９月 14 日(水)岐阜県発表資料)｣ 
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図表 Ⅰ- 解決策を公募する地域課題 

出所：岐阜県 Web サイト1「デジタル技術を活用し解決を目指す地域課題マッチング」 地域課題解決案の公募 

（2023 年３月 10 日アクセス） 

 

 
1 https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/315211.pdf 
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図表 Ⅰ- 下呂地域医療×デジタル連携協議会の概要 

 
出所：岐阜県｢第１回下呂地域医療×デジタル連携協議会の開催について(令和４年９月 26 日(水)岐阜県発表資料)｣ 

 
イ 揖斐川地域移動支援×デジタル連携協議会 

揖斐川町では、移動手段の確保は重要な課題である。そのため、令和元年 10 月に路線

バスとデマンドバスによる地域公共交通の整備を行ったものの、コロナ禍の影響もあり、

利用者数が低調な状況にある。このような状況下で、公共交通の見直しが求められてお

り、揖斐川町は、デジタル技術を活用した見直しに着手しようとしている。 

下図のような構成員での揖斐川地域移動支援×デジタル連携協議会を発足させた。 

図表 Ⅰ- 揖斐川地域移動支援×デジタル連携協議会の構成 

 
出所：岐阜県｢第１回揖斐川地域移動支援×デジタル連携協議会の開催について 

(令和４年９月 14 日(水)岐阜県発表資料)｣ 

② 解決策を有する企業等とのマッチング 

岐阜県は、下呂市、揖斐川町以外の市町村から寄せられた地域課題に対しても、民間企業、大

学、NPO法人等から、課題解決策となるデジタル技術を活用した具体的なシステム提案、研究・実

証提案等を令和４年９月６日より公募している。 

公募する地域課題としては、高山市、多治見市、可児市、瑞穂市から以下のようなものが提示さ

れている。公募できる資格者は、民間企業、大学、NPO法人等となっている。 
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第２章 移動におけるデジタル技術の活用

本章では、まず地域公共交通の昨今の動向について整理し、次に導入地域が増加しているコミ

ュニティバス、デマンドバスについて言及する。最後に、デジタル技術を活用した移動支援につ

いて、その事例を紹介する。

１ 地域公共交通の昨今の動向

ここでは、地域における主要な交通手段である乗合バス、鉄道の近年の利用者数について、近

年の全国の利用者数の推移を整理する。

(1) 乗合バス

乗合バスについては、定員 11 人以上と 10 人以下に分けて、全国の利用者数の推移を見

る。

① 乗合バス(定員 11 人以上)の輸送人員

近年、輸送人員は 42、43億人程度で推移していたが、2020年度は新型コロナウイルス感染症

の影響で大きく減少した。2021年度は多少回復したが、新型コロナ流行以前の 2019年度比では

22.3%減となっている。

図表 Ⅱ- 乗合バス（定員 11 人以上）の輸送人員の推移

出所：国土交通省「自動車輸送統計調査 年報」
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② JR を除く民鉄の輸送人員

近年、輸送人員は 150億人台で推移していたが、2020年度はコロナの影響で大きく減少した。

2021年度は多少回復したが、コロナ禍以前の 2019年度比では 25.1％減となっている。

図表 Ⅱ- JR を除く民鉄の輸送人員の推移

出所：国土交通省「鉄道輸送統計調査 年報」

２ 進むコミュニティバス、デマンドバスの導入

人口減少や少子高齢化に伴い、一般路線バスによる地域の生活交通の維持が困難となる中で、

地域の足を確保する公共交通システムとして、コミュニティバス（交通空白地域・不便地域の解

消等を図るため、市町村等が主体的に計画し運行するバス）やデマンドバス（利用者の要望に応

じて、機動的にルートを迂回したり、利用希望のある地点まで送迎するバスや乗合タクシー等）

の導入が進んでいる。

ここでは、昨今導入が進んでいるコミュニティバス、デマンドバスについて言及する。

(1) コミュニティバス

コミュニティバスとは、交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市町村等が主体的に

計画し、路線定期運行を基本としつつ、以下の方法により運行するものをいう。

①一般乗合旅客自動車運送事業者に委託して運送を行なう乗合バス（乗合タクシーを含む）

②市町村自らが自家用有償旅客運送者の登録を受けて行なう市町村運営有償運送

2020 年度には、全国で 1,367 市区町村において導入され、コミュニティバスの事例数は

3,610 に達している。

26

② 乗合バス(定員 10 人以下)の輸送人員

近年、輸送人員は減少傾向を示しており、2019年度は 12.7億人まで減少している。2020年度

は新型コロナウイルス感染症の影響で大きく減少した。2021年度は多少回復したが、新型コロナ流

行以前の 2019年度比では 36.7%減となっている。

図表 Ⅱ- 乗合バス（定員 10 人以下）の輸送人員の推移

出所：国土交通省「自動車輸送統計調査 年報」

(2) 鉄道

鉄道においては、JR と JR を除く民鉄に分けて、全国の輸送人員の推移を見る。

① JR の輸送人員

近年、輸送人員は 90億人台で推移していたが、2020年度はコロナの影響で大きく減少した。

2021年度は多少回復したが、コロナ流行以前の 2019年度比では 25.7％減となっている。

図表 Ⅱ- JR 旅客会社の輸送人員の推移

出所：国土交通省「鉄道輸送統計調査 年報」
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図表 Ⅱ- JR 旅客会社の輸送人員の推移

出所：国土交通省「鉄道輸送統計調査 年報」
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図表 Ⅱ- デマンドバスと定時定路線の分岐点 

出所：国土交通省近畿運輸局「地域公共交通の確保・維持・改善に向けた取組マニュアル 平成 24 年３月」 

 
② 運行方式からみた分類パターン 

国土交通省中部運輸局「デマンド型交通の手引き」によると、運行方式は主に以下の４つがある。 

 
AA 定路線型  

路線バスやコミュニティバスのように、所定のバス停等で乗降を行うが、予約があった場合の

み運行し、予約がなければ運行しない方式。この結果、空のバスを走らせることの解消を図るこ

とができる。 

 
BB 迂回ルート・エリアデマンド型  

定期路線型をベースに、予約に応じて所定のバス停等まで迂回させる方式。バス停等まで遠

い地域に迂回ルートを設定することにより、交通空白地域の解消を図ることができる。

 
CC 自由経路ミーティングポイント型  

運行ルートは定めず、予約に応じ所定のバス停等の間を最短経路で結ぶ方式。最短経路の

選択により所要時間を短縮するととともに、バス停等を多数設置することにより、バス停等まで

の歩行距離を短縮することができる。

 
DD 自由経路ドアツードア型  

運行エリアは決まっているものの、運行ルートやバス停等を定めず、需要に応じ予約のあった

ところを巡回するドアツードアのサービスを提供する運行方式。
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図表 Ⅱ- コミュニティバスの導入状況

出所：国土交通省「令和４年度版 公共交通政策白書」 

 
(2) デマンドバス 

昨今、デマンドバスを導入する地域が増加している。デマンドバスは、路線定期型バスとは

異なり、予約型の運行形態の輸送サービスをさし、需要に応じた運行を行うバス交通の一形態

である。はじめに、デマンドバスの導入にあたり、乗合バスとの選択の考え方を整理する。 

また、573 市町村においてデマンド型乗合タクシーが導入されている。また、バス・タクシ

ー事業者による輸送サービスの提供が困難であり、かつ、地域に必要な旅客輸送を確保するた

め地域の関係者間で協議が調っている場合に、市町村や NPO 等による自家用車を使用した有

償運送を可能とする自家用有償旅客運送が、2020 年度末現在、3,137 団体において実施され

ている。 

 
① デマンド交通と定時定路線方式のバスの選択の考え方 

国土交通省近畿運輸局「地域公共交通の確保・維持・改善に向けた取組マニュアル 」によると、

乗合バス（定時定路線）とデマンド交通の選択の考え方が示されている。定時定路線の乗合バス

は、需要の大小に関わらず初期費用がかかる一方で需要の大小による影響はあまり大きくない。一

方でデマンド交通は、初期費用こそ小さいが、需要が多くなると、費用も大きくなりがちで、結果的に

定時定路線方式の方が総費用が小さな場合がある。 

二者のコストを比較すると必ず分岐点があるはずで、地域の実情に合わせて、定量的に需要及び

コストを試算しながら導入の可否を検討することが望ましいとされている。 
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このような運行方式の特徴を認識し、導入したい場所の地域構造を理解した上で、相性の良い運

行方式を選択することが求められる。 

 
図表 Ⅱ- 中部運輸局管内の導入事例について地域構造等から見た特徴 

出所：国土交通省中部運輸局「続・デマンド型交通の手引き(平成 26 年３月) 」 
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図表 Ⅱ- 運行方式から見た分類パターン 

出所：国土交通省中部運輸局「デマンド型交通の手引き (平成 25 年３月)」 

 
➂ 地域構造等から見た運行方式の選択状況 

国土交通省中部運輸局「続・デマンド型交通の手引き」によると、中部運輸局管内でのコミュニテ

ィバスやデマンド型交通の運行方式の事例に基づき、次のような地域構造や人口分布（潜在需要）

を考慮した運行方式の選択の整理が示されている。 

運行方式別に見ると、「山間部・農村部」で、居住地が「集落部分のみに集中し、集落間は分散」

し、 都市計画法の区域区分が「都市計画区域外」という地域構造では、定路線型や迂回ルート・エ

リアデマンド型が導入されている傾向がある。 

また、「中心地の縁辺・郊外部」で、居住地が「概ね面的に分布」し「市街化調整区域」という地域

構造では、自由経路ドアツードア型が導入されている傾向がある。自由経路ミーティングポイント型

は、迂回ルート・エリアデマンド型と自由経路ドアツードア型の中間的な位置づけにある。 高齢者や

障害者など、主な利用者（サービス提供先）をどのように設定するかによって潜在需要は変動するた

め、単に人口分布だけに着目するのではなく、ターゲットの潜在需要の分布状況に留意する必要が

ある。  

さらに、鉄道や路線定期型バス等が、地域公共交通の幹線系のメインシステムと位置付けられる

ことに対して、デマンド型交通は、幹線系を補完するサブシステムとして位置付けられることが多く、

主に人口が分散した人口密度の低い地域で導入されることが多いシステムである。  
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(2) 利用者増のための事業者に対するインセンティブ付けの事例（栃木県茂木町） 

栃木県茂木町は、デマンドバスの運行事業者に対し、1 日 100 人以上の輸送を行った場合に

インセンティブとしての報償を与える契約を結んでいる。 
 

図表 Ⅱ- 茂木町デマンドタクシー「めぐるくん」 

出所：地域公共交通支援センター「茂木町デマンドタクシー「めぐるくん」の支援」 
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３ 地域公共交通の収支改善に向けた取組事例 

コミュニティバス、デマンドバス等の導入により、地域の足を確保するという目的は満たされ

ているが、その収支を改善する必要がある地域も多数存在するようである。そのため、ここでは

収支の改善に向けて有効と考えられる対策を講じた事例を検討する。 

(1) オンデマンドバス管理システムによる運行ルートの最適化の事例（三重県玉城町） 

三重県玉城町の元気バスは、利用者が事前に申し出た乗車場所や時間に車両が向かい、希望

する目的地まで運ぶオンデマンド形式によるバスである。利用登録をされた人があらかじめ決

められた玉城町内の乗降場（公民館、ゴミ集積所・リサイクルステーション、病院・診療所、

公共施設、一般店舗など）間で、乗合率を高めながら目的地近くまで走行する。 

このシステムは東京大学大学院が開発し、運行計画アルゴリズムを用い遅延が生じないよう

に運行を管理するとともに、オペレーター等が使いやすいインターフェイスとなっている。 

上記のシステムは、効率的に運行することにより、乗合の利用者数を増やすことを目標とし

ている。

図表 Ⅱ- リクエスト型最適経路バス（AI ダイナミックルーティングバス）の運行内容 

出所：大和 裕幸「地域公共交通を支える工夫 ーオンデマンド交通を例としてー (平成 28 年 8 月 10 日)」 
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(4) 住民以外の需要の取込みの事例（埼玉県東秩父村） 

埼玉県東秩父村は、近隣の町（小川町、寄居町）と連携し、和紙の里を拠点に、村営バスと

民間バスの系統の編成を含めバス路線を統一的に見直すことで、長大な運行距離の縮減を図り

ながら持続可能な公共交通ネットワークの再構築を目指した。 

また、和紙の里の活性化というまちづくりと両輪で公共交通を充実させることで、住民・町

外の来訪者のおでかけに資する公共交通ネットワークを形成した。 

 
図表 Ⅱ- 東秩父村の取組(１/２) 

 
出所：国土交通省「過疎地域における地域公共交通の現状と課題(平成 29 年 12 月 13 日)」 
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(3) 相乗りの割引運賃の事例（福井県あわら市）

福井県あわら市では、電話一本で近くの停留所から目的地の近くの停留所まで直接行ける乗

合タクシー（デマンド交通）のシステムを構築している。運賃は市内一律だが、複数人で乗

車.すると、安くなるように設定されている。

図表 Ⅱ- あわら市乗合タクシー

出所：福井県あわら市「あわら市乗合タクシー パンフレット」
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４ デジタル技術を有効活用する MaaS 

(1) MaaS とは 

MaaS（Mobility as a Service）とは、地域住民や観光客のそれぞれの移動ニーズに対応し

て、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一

括で行うサービスである。さらに、観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との

連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となるものである。 

図表 Ⅱ- MaaS のイメージ 
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2 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/japanmaas/promotion/ 
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図表 Ⅱ- 東秩父村の取組(２/２) 

出所：国土交通省「過疎地域における地域公共交通の現状と課題(平成 29 年 12 月 13 日)」 
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(2) MaeMaas（群馬県前橋市） 

前橋市では、国土交通省が取り組む「令和３年度日本版 MaaS 推進・支援事業対象地域」

として採択を受け、2021 年 10 月より、IoT や AI を活用した新たなモビリティサービスの社

会実装に向け準備を進めている。このサービスは、MaeMaaS と名付けており、実証実験を２

段階に分けて実施している。第 2 弾では上毛電気鉄道でも使用ができるようにするなど範囲

を拡大している。 

 
① リアルタイム経路検索の提供 

MaeMaaSでは、前橋市の交通環境の特徴である多様な交通モードを使った移動を最適に行え

るように、わかりやすい情報案内として、鉄道・路線バス・デマンドバス・シェアサイクルに対応した経

路検索を提供している。 

また、オープンデータを活用することで、乗りたいバスのロケーション情報などのリアルタイムの運

行情報も可視化している。 

 
図表 Ⅱ- リアルタイム経路検索の操作画面 

出所：前橋市 Web サイト3（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
 

 

 
3 https://www.city.maebashi.gunma.jp/soshiki/seisaku/kotsuseisaku/gyomu/5/2/30314.html 
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したがって、MaaS の導入は、地域住民や観光客による地域公共交通の利用の増加や地域の

観光地等における消費の活性化につながることが期待される。 

そのため、国土交通省と経済産業省においては、このような MaaS の可能性を考慮して、

将来の自動運転社会の実現を見据え、新たなモビリティサービスの社会実装を通じた移動課題

の解決及び地域活性化を目指し、地域と企業の協働による意欲的な挑戦を促す新プロジェクト

「スマートモビリティチャレンジ」を平成 31 年４月に開始した。地方公共団体や企業等が幅

広く参加するスマートモビリティチャレンジ推進協議会を立ち上げ、具体的なニーズやソリュ

ーションに関する情報共有を促すとともに、先進的な取組を進める地域において事業性分析等

を実施し、ベストプラクティスの抽出や横断的課題の整理等を行っている。 

図表Ⅱ-15 は、国土交通省が実施している日本版 MaaS 推進・支援事業を整理したものであ

る。 

 
図表 Ⅱ- 国土交通省の日本版 MaaS 推進・支援事業一覧

出所：国土交通省資料 

 

以降では、日本版 MaaS 推進・支援事業から群馬県前橋市と北海道芽室町の MaaS の事例

を紹介する。さらに、民間の取組として、JR 東日本の事例を紹介する。 
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図表 Ⅱ- デジタルフリーパスの利用方法 

出所：前橋市 Web サイト5（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
(3) めむろコミ☆タク（北海道芽室町） 

北海道芽室町では、公共交通空白地における住民の市街地への移動を支援するため、新たな

デマンドタクシーを導入することとなり、芽室町地域公共交通活性化協議会とこばとハイヤー

株式会社、株式会社ジェイアール東日本企画が共同で企画立案し、実現したこの事業は、国土

交通省の令和３年度、また令和４年度「日本版 MaaS 推進・支援事業」に採択された北海道

で唯一の事業である。 

期間限定で実証実験を数回行っており、令和４年１月 11 日〜同年２月 28 日の間に、交通

空白地である農村地区住民の市街地への移動を支援する「めむろコミ☆タク」の実証運行を行

った。高齢化が進む農業地区住民の市街地への移動と買物を支援するため、新たなサブスクリ

プション型乗合デマンドタクシーを導入するとともに、商業従事者等との連携を図ることを目

的としている。 

 
① デマンド交通の予約 

利用料金：1,000円/回、もしくは 15,000円/月(サブスクリプション型サービス) 

利用方法：利用希望日の前日 18時までに電話かインターネットで予約 

運行区域と運行日 

・ 上美生地区⇔芽室町市街地…実証期間中毎日運行 

・ 新生・北伏古地区⇔芽室町市街地…実証期間中の月曜日・木曜日に運行 

・ 芽室太・毛根・関山地区⇔芽室町市街地…実証期間中の火曜日・金曜日に運行 

 
5 https://www.city.maebashi.gunma.jp/soshiki/seisaku/kotsuseisaku/gyomu/5/2/30314.html 
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② デマンド交通の予約 

市内 3エリアを運行しているデマンド交通（るんるんバス・ふるさとバス・城南あおぞら号）の予約

をMaeMaaSから出来るようにした。 

これまでデマンド交通を乗り継いだ移動には、それぞれの予約アプリから予約する必要があった

が、予約機能がMaeMaaS一つに集約されたことで、より便利になった。また、電話での予約も対応

している。 
 

図表 Ⅱ- デマンド交通の予約方法 

出所：前橋市 Web サイト4（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
 

➂ デジタルフリーパスの販売 

MaeMaaSでは、対象となる市内公共交通が「１日乗り放題」となるデジタルフリーパスを購入で

きる。更に前橋市では、交通系 ICカードとマイナンバーを連携させる取組も行っており、連携させる

ことによって前橋市民は、デジタルフリーパスやデマンド交通を割引で利用できるようになっている。 

 
 

 
4 https://www.city.maebashi.gunma.jp/soshiki/seisaku/kotsuseisaku/gyomu/5/2/30314.html 
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(4)TOHOKU MaaS（JR 東日本）  

JR 東日本では、2021 年４月以降東北６県で各地の地方自治体や交通・観光事業者などの協

力のもと、地域・観光型 MaaS「TOHOKU MaaS」を展開している。 

2022 年度以降は、社会実装をして、期間を定めず継続的にサービスを提供しており、対象

地域は青森県、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県の各エリアとなっている。 

このサービスは、主に旅行のプランを組む際に移動時間が自動的に計算され、それに合わせ

た高速バスや観光バスの予約も同時にできるようになっている。また、公共交通機関や観光地

での入館チケット等も電子決済で事前に購入できる。 
 

図表 Ⅱ- TOHOKU MaaS の利用イメージ 

 
出所：JR 東日本ニュースリリース「TOHOKU MaaS（2020 年７月 30 日）」 
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② 買い物代行 

買物支援として、買い物代行のサービスを行っている。「行き」の車内で商品を選び、「注文票」に

個数を記載する。 目的地（病院など）で、用事を足している間に、タクシーの運転手が買い物をして

くれ、「帰り」の車内に、注文した商品が積み込まれているというサービスを行っている。 
 

図表 Ⅱ- 芽室町 MaaS 事業 

出所：国土交通省 Web サイト6（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
 

 
6 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001515621.pdf 
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第３章 揖斐川町における移動支援におけるデジタル技術の活用の検討

１ 揖斐川町の概要

(1) 位置及び地勢、面積

揖斐川町は、岐阜県の最西部に位置し、北側は福井県、南側は不破郡、揖斐郡池田町、大野

町、東側は本巣市、西側は滋賀県と接している。町の木はケヤキ、町の花はハナモモである。

揖斐川町は、東西方向約 20km、南北方向約 35km で、ほぼ南北に長い長方形を成し、総面

積は 803.44km2で、岐阜県（10621.29 km2）の 7.6％を占め、岐阜県で４番目に大きい市町

村となっている。

図表 Ⅲ- 揖斐川町の位置

出所：揖斐川町 Web サイト7（2023 年３月 10 日アクセス）

町の南西部から北西部にかけては、標高 1,100～1,300m 前後の山々がそびえ、標高 1,300m

を超える伊吹山、金糞岳や、1,200m 級の冠山、貝月山などの緑豊かな山岳部がある。山間を

縫うように揖斐川、坂内川、日坂川、根尾川、粕川などが流れており、山間部を流れる河川は

揖斐川に注ぎ、根尾川は大野町南部で揖斐川に合流している。

揖斐川は、町の中央部を北西から南東に流れ、美しい揖斐峡、小津渓谷、不動滝、花房滝、

夜叉ケ池など、自然豊かで風光明媚な景観を形成し、他に例を見ないヤシャゲンゴロウや清流

7 https://www.town.ibigawa.lg.jp/0000000379.html
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図表 Ⅲ- 揖斐川町の位置

出所：揖斐川町 Web サイト7（2023 年３月 10 日アクセス）
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7 https://www.town.ibigawa.lg.jp/0000000379.html
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図表 Ⅲ- 揖斐川町の総人口の推移 

出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた揖斐川町の現状（2022 年 7 月更新）」 

 
図表 Ⅲ- 揖斐川町の年齢３区分別人口の推移 

出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた揖斐川町の現状（2022 年 7 月更新）」 
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のシンボルであるイワナやアマゴ、アユなどの魚が生息する環境が保たれている。これらの自

然環境を生かして、魚釣りや水遊び、キャンプ等を楽しむことができる。 

また、揖斐川町には、日本最大の総貯水量を誇る徳山ダムの他、横山ダム、久瀬ダム、西平

ダムがあり、水力発電による電力供給と治水の役割を果たしている。 

こうした自然資源は、下流域の水源であるとともに、人間と自然との共生が求められる 21

世紀の貴重な地域空間となっている。 

町の南東部は、濃尾平野の最北端に位置する平坦地となっており、市街地および田園地帯と

なっている。町域の 91.1％が森林で、農用地が 2.2％、宅地が 0.9％から分かるように、豊か

な自然環境に恵まれている町となっている。 

 
(2) 町の沿革 

平成 17 年１月 31 日（2005 年）に揖斐郡内の、（旧）揖斐川町、谷汲村、春日村、久瀬

村、藤橋村、坂内村が合併して（新）揖斐川町となった。 

 
(3) 人口 

人口は、1980 年には３万人を超えていたが、徐々に減少を続けており、令和５年１月１日

時点で 19,544 人、7,877 世帯となっている。また、将来推計人口では、2030 年には 15,436

人、2040 年には 11,779 人と予想されている（国立社会保障・人口問題研究所による）。 

高齢化率については、38.5％（令和２年 10 月１日時点）であり、日本の平均が 28.8％、岐

阜県の平均が 30.4%であるため高齢化が進んでいる自治体であると言える。また、2040 年に

は 50％を超えると予想されている（国立社会保障・人口問題研究所による）。 
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(5) 観光

揖斐川町が含まれる西濃圏域では、日帰り旅行の構成比が高く、令和２年では 95.9％とな

っている。また、西濃を訪れる観光客の居住地は、県内が 36.7％、東海地方が 48.4％を占め

ており、これが日帰り旅行客の多い要因と考えられる。

図表 Ⅲ- 圏域別・四半期別観光入込客数（実人数）

出所：岐阜県「令和２年岐阜県観光入込客統計調査」

図表 Ⅲ- 圏域別・居住地別観光入込客数（実人数）

出所：岐阜県「令和２年岐阜県観光入込客統計調査」

① 西濃圏域における観光地点別入込客数

揖斐川町は、西濃圏域における入込客数では海津市、養老町に次いで３位となっている。揖斐川

町では特に、歴史・文化、温泉・健康、道の駅等に関する観光地の人気が高く入込客数が令和３年に

おいては 10万人を超えている。
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(4) 経済・産業 

揖斐川町の 2010 年代の市町村内総生産は、800 億円前後で推移している。 

 
図表 Ⅲ- 揖斐川町の市町村内総生産と増減率の推移 

出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた揖斐川町の現状（2022 年 7 月更新）」 

産業別の従業員数は、製造業が 30.3％と最も多くを占め、次いで医療、福祉が 14.6％とな

っている。 
図表 Ⅲ- 揖斐川町の産業別従業員数の構成比 

 
出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた揖斐川町の現状（2022 年 7 月更新）」 
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２ 揖斐川町コミュニティバスの現状 

揖斐川町では、2019 年 10 月に揖斐川町コミュニティバスの再編が行われ、ふれあいバスとは

なももバスのサービスが提供されており、本節ではこれらの利用状況等の分析を行う。 

新型コロナウィルス感染症の影響を受け、令和元年 10 月から３年間のコミュニティバスの利

用者数は以下の通り変動している。 

 
図表 Ⅲ- 揖斐川町コミュニティバスの利用状況の推移 

出所：揖斐川町資料 

 
(1) ふれあいバス 

① 運行形態 

ふれあいバスは、あらかじめ設定した路線を時刻表に基づき運行するバス（路線バス）で、運賃、

定期券については、以下の通りである。 

 
〈運賃〉 

・ 中学生以上 300円 

・ 小学生・障がい者・運転免許証自主返納者 150円 

〈定期券〉 

一般 4,000円／月、割引 2,000円／月 

 
バスの経路図は、平日と土日祝日で異なり、図表Ⅲ-11、図表Ⅲ-12のようになっている。 

ふれあいバス 平日 ふれあいバス 土日祝日 はなももバス

小中高校休業

～

第２波

非常事

態

対策

第３波

非常事態

対策

～

第４波

非常事態

対策

～

第５波

非常事態

対策

～

第６波

非常事態

対策

～

第７波

非常事態

対策

～
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図表 Ⅲ- 西濃圏域の市町村別観光地点別入込客数（延べ人数）

出所：岐阜県「令和３年岐阜県観光入込客統計調査」

② 揖斐川町における観光地点別入込客数

揖斐川町の観光地点では、谷汲山華厳寺、道の駅星のふる里ふじはしが、令和２年、３年ともに

入込客が 10万人を超えている。両地点共に、名古屋駅からの所要時間として概ね２時間以内で到

着できることが、人気の高い理由であると考えられる。

図表 Ⅲ- 揖斐川町の観光地点別入込客数（延べ人数）

出所：岐阜県「令和３年岐阜県観光入込客統計調査」
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図表 Ⅲ- 西濃圏域の市町村別観光地点別入込客数（延べ人数）
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② 利用状況

平日では、揖斐川北部線、揖斐大野線の利用が多く、年間での平日の利用者は 5,000人を超え

ている。谷汲循環線、春日循環線、久瀬循環線、坂内循環線では、特定の曜日に循環するバスを運

行しているが、３年間において平均乗車人数が 4.0を下回っている。

土日祝日では、揖斐川北部線、谷汲口線の利用が多く、年間での土日祝日の利用者は 2,000人

を超えている。

図表 Ⅲ- ふれあいバスの利用状況（平日）

出所：揖斐川町資料

図表 Ⅲ- ふれあいバスの利用状況（土日祝日）

出所：揖斐川町資料
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図表 Ⅲ- 揖斐川町ふれあいバス＿バス経路図（平日） 

出所：揖斐川町 Web サイト8（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
図表 Ⅲ- 揖斐川町ふれあいバス＿バス経路図（土日祝日） 

出所：揖斐川町 Web サイト 8（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
 

 
8 https://www.town.ibigawa.lg.jp/0000010677.html 
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8 https://www.town.ibigawa.lg.jp/0000010677.html 
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図表 Ⅲ- はなももバスの運行イメージ

② 利用状況

はなももバスの年間の乗車人数は、３年とも 20,000人を超えている。また、１日当たりの平均利

用者は、３年とも 80人を超えている。

月ごとの利用者数を見ると、2019年 11月には、3,000人近くの利用者があった。しかし、2020

年以降は、新型コロナウイルス感染症の流行の影響もあり、月 2,500人を下回っている。

図表 Ⅲ- はなももバスの各年の運行予約数、乗車人数

出所：揖斐川町資料

図表 Ⅲ- はなももバスの各月の利用者数

出所：揖斐川町資料

バス停 バス停 バス停 バス停

バス停

バス停 バス停
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ふれあいバス全路線の利用者数で見ると、2019年 11月には、7,000人近くの利用者があり、ま

た、2021年 11月、2022年 4月には、月 6,000人超の利用者があったことが分かる。

図表 Ⅲ- ふれあいバスの各月の利用者数

出所：揖斐川町資料

(2) はなももバス

① 運行形態

民間企業と業務委託契約を結び運行しており、あらかじめ設定した路線を時刻表に基づき運行

する方式ではなく、自由経路ミーティングポイント型（運行ルートは定めず、予約に応じ所定のバス

停間を最短経路で結ぶ方式。以下の運行イメージ図参照）の方式をとっている。

利用可能者の制限などは無く、乗車希望日時の１週間前から当日の１時間前までに電話予約をす

れば利用できる。

近隣でデマンドバスを実施している多くの自治体では「コンビニクル」という予約システムを採用

していることから、揖斐川町においても同じ予約システムを採用している。ワンボックス車両６台で

運行している。

養老町で導入されている、「道路運送法第 79条 市町村有償運行による許可」により運行してお

り、この場合、緑ナンバーの営業車両でなく、白ナンバーでの車両で運行できる。そのため、二種免

許が必要なく、運転手不足となっている近年では有効な手段と考えられる。ただし、利用料金の収受

や責任が全て揖斐川町となるため、運行にあたっては十分な注意が必要であり、委託事業者の安全

運行管理の徹底を指導する事が必要である。
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図表 Ⅲ- はなももバスの運行イメージ
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はなももバスの発着地を直線的に結ぶと、揖斐駅や揖斐厚生病院を含む揖斐川町の中心部と結

ばれることが多い。特に、揖斐川北部線に沿って中心部と結ばれることが多い。それ以外では、春日

線や横蔵線に沿って結ばれることが多い。

揖斐川町の中心部以外では、「道の駅星のふる里ふじはし」付近と「谷汲山華厳寺」付近の間の

発着が多くなっている。

図表 Ⅲ はなももバスの発着地

出所：揖斐川町資料

➃ 利用しやすさ

令和元年 10月９日～12月 27日に実施されたアンケート調査において、はなももバスの利用し

やすさを質問したところ、「満足」が 49.5％で半数弱であった。「不満」が 13.4％、「その他・回答な

し」が 13.4％であった。

図表 Ⅲ- はなももバスの利用しやすさ（N 数＝97）

出所：揖斐川町資料
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➂ 利用目的

「医療」を利用目的に挙げる利用者は、各年とも 6,000人超となっている。そのうち揖斐厚生病院

に向かう利用者は、各年とも 2,600人超となっている。

揖斐駅に向かう利用者は、各年とも 6,000人超となっている。

利用件数上位のはなももバスの乗車・降車場所（３年目）は、第１位が揖斐駅、第２位が揖斐厚生

病院となっている。

図表 Ⅲ- はなももバスの利用目的

出所：揖斐川町資料

図表 Ⅲ- ３年目の利用件数上位のはなももバスの乗車・降車場所

（2021 年 10 月～2022 年 9 月）

出所：揖斐川町資料
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３ 地域公共交通の改編に向けた取組の検討 

(1) 豊能町 AI オンデマンド交通実証実験等に関する視察 

前述のような地域公共交通の現状・課題や｢揖斐厚生病院｣の移転を踏まえ、人流によるシミ

ュレーションや AI オンデマンド交通の実証実験等を実施した大阪府豊能町への視察を次のよ

うに行った。 

視察地：大阪府豊能町 

日 時：2023 年２月 14 日 13:30～16:00 

参加者：豊能町、阪急バス 

揖斐川町、揖斐タクシー、OKB 総研、岐阜県、大垣共立銀行、地方自治研究機構 

 
① 豊能町の概要 

豊能町は、北大阪地域に属し、大阪都心部よりおよそ 30kmの距離に位置している。そのため、1

時間程度で大阪市、神戸市に行くことができる立地となっている。 

町域の約７割が山林に占められており、域内に農地も多い。町の様相は東西で異なり、東地区は

農村地帯で本庁がある。これに対し、西地区はニュータウンの開発が行われた地域で、町の人口の

77％を占めている。 

高齢化（65歳以上）率は 49％に達しており、ラスト 1マイル等の高齢者の移動が主要な交通問題

の一つとなっている。 

 
② 豊能町の交通課題と将来に向けた方向性 

ア 交通課題 

生産年齢人口の減少やコロナ禍の影響により移動が制限されたこと、生活様式が変化し

たことなどを受け、従前から運行している路線バスの利用者が減少するなか乗務員不足も

相まって、事業の継続が厳しい状況にあった。 

町内の路線バスは補助しているが、昼間はあまり町民等が乗っていないことが多い。そ

のため、デマンド交通も併用している。デマンド交通のタイプは、運行のルート・運行時

間を決めた上に、予約をしてもらい運行するものであるが、期待したほどの利用者数とは

なっていない。 

イ 将来に向けた方向性 

超高齢化・人口減少社会においても、誰もが快適に移動できる環境を整備することが求

められる。さらには、交通利便性を高めて地域の移動総量を増やし、将来に向けて安心で

きる移動サービスを提供し、それに伴いまちの活性化や若い世代の定住魅力の向上をはか

ることを目指している。 
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以下では、自由回答について記載するが、不満を述べる意見があった一方で、評価する意見も見

られた。 

【不満を述べる意見】 

・路線バスが廃止され不便になった。通勤者がいる区間は、定期運行にしてほしい。 

・乗る人の気持ちがわかってもらえない。運転手さんと電話対応の方の連携が悪い。 

・電話がなかなか繋がらなかった。 

・需要（定期顧客）に合わせて、定期運行を走らせてほしい。 

【評価する意見】 

・なれればすごく便利です。 

・けっこう快適だし、運転手の人も気さくでいいと思った。 

・お迎えありがとうございます。楽しくお話を、笑顔で接していただきうれしいの一言です。 

・がんばってください。 

・事務所の電話対応、運転手さんともにとても親切丁寧にて、運転も安心です。1人で乗車する

より乗り合わせにて 1人でも多く乗り合わせして時間も事務所にまかせて電話します。 

(3) 課題と今後の方向性 

新型コロナウイルス感染症の影響により、ふれあいバスの利用者数は大きな減少を示す時期

が何度か見られた。また、はなももバスについても、同様に、利用者数は新型コロナウイルス

感染症の流行以前の水準を下回って推移した。 

しかしながら、最近では新型コロナウイルス感染症の影響が小さくなってきており、2023

年５月に感染法上の位置付けが２類から５類となることから、行動上の制約が緩和され移動が

活発化することが期待される。また、2023 年 10 月には、揖斐川町内にある｢揖斐厚生病院｣

が隣接する大野町に移転することから、人流が変化することが予想される。 

2019 年 10 月のバス再編から３年以上が経過しているため、揖斐川町を取り巻く環境の変

化による新たな人流に対応しつつ、利用者を増加させるための地域公共交通の見直しを検討す

る必要がある。 
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・利用方法：ダウンロードしたアプリ操作または電話にて予約し、指定の場所 約 ヵ所を

目途 にて乗降

・運賃：無料（※実証実験期間中に限る）

・実施期間：令和５年２月１日 水 ～28 日 火 の全日９時～17 時

図表 Ⅲ- AI オンデマンド実証実験で想定する公共交通網  

出所：大阪府豊能町、阪急バス株式会社 

「～公共交通網の最適化と地域住民の QOL を目指して～ AI オンデマンド交通 実証実験の実施について」 

ウ ビッグデータによる人流分析 

SWAT Mobility Japan に依頼して、携帯電話の位置情報のビッグデータを活用し、人流

分析を行っている。 

豊能町西地区における人流のデータについては、ドコモの人流データと KDDI の時間ご

との移動者数のデータをかけ合わせて作成（拡大推計）している。これにより、時間帯ご

との人流や移動者数の推計や分析を行うことができる。 

オンデマンドバスの利用者数は、人流の１％と設定した。大阪メトロでオンデマンドバ

スの運行エリアでも、利用者数を人流の１％と設定してシミュレーションを行った。 

ちなみに、人流を分類することについては、速度の違いから徒歩・自動車は分けること

ができるが、それ以上に細かくはできない。すなわち、自家用車、バイク、路線バス、デ

マンドバスのような分類はできない。 
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上記の達成に向け、豊能町としては、能勢電鉄妙見線・阪急バス豊能西線（北急接続）

を広域基幹交通として、域内移動をデマンド交通等の導入により、ハブ＆スポーク型の地

域交通体系へ転換し、効率的な運行ネットワークを形成することを目指した。

➂ 勉強会の実施 

豊能町は、2021年４月より大阪府、阪急バスの３者による勉強会において AIオンデマンド交通

に関する勉強会を行ってきた。AIオンデマンド交通に関する地域公共交通会議を実施し、合意を得

た上で、2023年２月より実証実験を開始することとなった。 

 
➃ 実証実験の概要 

ア 背景と目的 

豊能町 AI オンデマンド交通実証実験協議会は、地域公共交通の課題解決に向け、市町

村と交通事業者が協力して行う AI オンデマンド交通（区域内不定期運行）の実証実験を

行い、以下のように、地域交通の利便性を確保するとともに、まちの活性化にもつなげ、

公共交通の最適化と地域住民の生活の質（QOL）向上を目指している。 

 
〇 生活圏の移動の充実（路線バスよりきめ細やかな乗降ポイントを設定し、運行頻度も

向上することで、買い物・通院・公共施設への移動が充実） 

〇 能勢電鉄、阪急バス豊能西線への接続利便性を向上し、豊能町域から川西市方面、千

里中央方面への外出促進 

〇 新たな交通モードを取り入れることにより、高齢者の移動課題の解消を図るととも

に、子育て世帯の利用増進を図るなどし、人流増加に伴う地域の活性化 

イ 実施概要 

AI オンデマンド交通とは、従来の定時定路線型の路線バスとは異なり、利用者の予約に

対して AI による最適な運行ルートを設定し配車をリアルタイムで行い、運行エリア内の

ミーティングポイントであれば、どこでも乗降が可能となる交通の形態である。AI オンデ

マンド交通の運行について、以下の実証実験を実施している。 

 
・実施主体：豊能町 オンデマンド交通実証実験協議会（豊能町・阪急バス・京都タクシー）

・運行会社：阪急バス株式会社、京都タクシー株式会社

・実施地区：大阪府豊能町西地区

（約 4.5 ：ときわ台・東ときわ台・光風台・新光風台および吉川地区）

・ミーティングポイント（乗降場所）設置箇所数：115 箇所

・配置車両：ワンボックス車 ８人乗 ×３両（３両とも実施地区全員で運行）
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・利用方法：ダウンロードしたアプリ操作または電話にて予約し、指定の場所 約 ヵ所を
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図表 Ⅲ- AI オンデマンド実証実験で想定する公共交通網  

出所：大阪府豊能町、阪急バス株式会社 

「～公共交通網の最適化と地域住民の QOL を目指して～ AI オンデマンド交通 実証実験の実施について」 
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上記の達成に向け、豊能町としては、能勢電鉄妙見線・阪急バス豊能西線（北急接続）
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ちなみに、予約の媒体別の内訳は、アプリによるものが８割、電話によるものが２割で

ある。 

オ スマートシティとの連携 

AI オンデマンド交通は、豊能町のスマートシティにおける施策として位置づけられてお

り、アプリにおいて連携を図っている。 

（一社）コンパクトスマートシティプラットフォーム協議会と豊能町が公民連携で構築

した、豊能町内でスマートシティサービスを提供するためのスマホアプリである「とよの

んコンシェルジュ」は、配車用アプリに連携している。このスマホアプリでは、AI オンデ

マンド交通の予約以外にも未来も安心して暮らすための便利なサービスが集約されてい

る。「とよのんコンシェルジュ」アプリから配車用アプリへの連携で予約・乗車すると、乗

車ポイントが貯まることになっている。貯まったポイントは、町内の加盟店で使える、お

得に乗車できる。 

カ 利用状況 

現在の１日の利用者数は 110 人程度である。 

予約はアプリによるものが８割、電話によるものが２割である。現在は、アプリのイン

ストール数が今後増加すると予想されるので、アプリの予約による利用者数は増加すると

考えられる。 

キ 実証事業の財源 

豊能町は、デジタル田園都市国家構想推進交付金（デジタル実装 TYPE２）の交付を受

けている。この交付金により、公共交通にヘルスケア、子育て等を加え、データ連携基盤

を構築したシステムを運用することを検討している。オンデマンドバスの実証についての

財源としており、車両の運行体制を検討する際に行った人流分析もこのなかに含まれてい

る。財源としては、デジタル田園都市国家構想推進交付金に加え、大阪府からの助成と町

の予算も加えられている。 
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運行時間、乗降場所等のいくつかのパラメータでオンデマンドバスを利用する人流を絞

り込むことができる。なお、SWAT Mobility Japan では、利用者の絞り込みに関するパ

ラメータは 200 種類ほどである。 

シミュレーションを行った結果、ワゴン車が３台体制で運行することができると判断し

た。 

エ 予約方法 

スマホアプリまたは電話で、５日前から予約をすることができる。スマホアプリでの予約は、

SWAT Mobility Japan社製の配車用アプリ『SWAT Move』により終日受け付ける。

図表 Ⅲ- スマホアプリの入手窓口、QR コード、アプリ画面例 

出所：SWAT Mobility Japan Web サイト （2023 年３月６日アクセス） 

スマホアプリでは、予約した車両の現在の位置を見ることができる。また、スマートフ

ォンには、乗車予定時間の５分前、10 分前に通知が来る。豊能町では、「スマホの悩み事

相談室」を設置しており、スマホアプリのインストールや予約の仕方を町民に教えてい

る。 

スマートフォンの扱いに慣れていない人に対応しては、コールセンターの専用ダイヤル

において、電話の予約を平日の 8:45～16:00（12:00～13:00 を除く）にのみ受け付けてい

る。コールセンターでは、予約以外に、スマホアプリのダウンロードの仕方を教えたりも

している。 

今回の実証実験では、予約の突然のキャンセルはないわけではないが、それほど多くは

ない。スマホアプリで予約したがキャンセルの仕方の分からない人もおり、専用ダイヤル

に電話がかかってきた場合には、代わりにキャンセルを行っている。 

 
9 https://www.swatmobility.com/jp-media/toyono-cho-070223 
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図表 Ⅲ- 60 代、70 代のスマートフォン、フィーチャーフォンの所有率の推移 

注 1：2016 年、2017 年は調査未実施。   

注 2：2015 年の「スマートフォン」はタブレット所有を含めて集計。  

注 3：2018 年は家族で共有して所有している端末を含み集計。 

2015 年シニアの生活実態調査（訪問留置） 

2018～2022 年一般向けモバイル動向調査（訪問留置） 

出所：株式会社 NTT ドコモ モバイル社会研究所 「データで読み解くモバイル利用トレンド 2022-2023」 

 

ウ 揖斐厚生病院の移転 

2023 年 10 月には、揖斐川町内にある揖斐厚生病院が隣接する大野町に移転することが

決まっている。このことから、人流が変化することが予想される。

バス再編後３年以上が経過していることに加え、上述のような揖斐川町を取り巻く環境

の変化による新たな人流に対応しつつ、利用者を増加させるための地域公共交通の見直し

を検討する必要があると考えられる。
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(2) 揖斐川町における地域公共交通の見直しに向けた検討 

① 見直しの背景～揖斐川町を取り巻く環境の変化～ 

揖斐川町において、バス再編を実施した 2019 年 10 月から３年以上が経過している。バ

ス再編以降現在まで、及び近い将来において、以下に挙げるような環境変化が生じたとも

に、揖斐厚生病院の移転が予定されている。 

ア 感染症対策の緩和 

新型コロナウイルス感染症の影響により、ふれあいバスの利用者数は大きな減少を示す

時期が何度か見られた。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置付け

は 2023 年５月に２類から５類となることから行動上の制約が緩和され、移動が活発化す

ることが予想される。

イ スマートフォンの普及 

スマートフォンの高齢者の所持率は低いと思われてきたが、その所有率は近年急速に上

昇し、 年に 代は ％、 代は ％に達した。近年の伸び率を見ると、高齢者

における所持率は今後も上昇することが予想される。

 



67

67

 

67 
 

図表 Ⅲ- 60 代、70 代のスマートフォン、フィーチャーフォンの所有率の推移 

注 1：2016 年、2017 年は調査未実施。   

注 2：2015 年の「スマートフォン」はタブレット所有を含めて集計。  

注 3：2018 年は家族で共有して所有している端末を含み集計。 

2015 年シニアの生活実態調査（訪問留置） 

2018～2022 年一般向けモバイル動向調査（訪問留置） 

出所：株式会社 NTT ドコモ モバイル社会研究所 「データで読み解くモバイル利用トレンド 2022-2023」 

 

ウ 揖斐厚生病院の移転 

2023 年 10 月には、揖斐川町内にある揖斐厚生病院が隣接する大野町に移転することが

決まっている。このことから、人流が変化することが予想される。

バス再編後３年以上が経過していることに加え、上述のような揖斐川町を取り巻く環境

の変化による新たな人流に対応しつつ、利用者を増加させるための地域公共交通の見直し

を検討する必要があると考えられる。

 
 

 

66 
 

(2) 揖斐川町における地域公共交通の見直しに向けた検討 

① 見直しの背景～揖斐川町を取り巻く環境の変化～ 

揖斐川町において、バス再編を実施した 2019 年 10 月から３年以上が経過している。バ

ス再編以降現在まで、及び近い将来において、以下に挙げるような環境変化が生じたとも

に、揖斐厚生病院の移転が予定されている。 

ア 感染症対策の緩和 

新型コロナウイルス感染症の影響により、ふれあいバスの利用者数は大きな減少を示す

時期が何度か見られた。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置付け

は 2023 年５月に２類から５類となることから行動上の制約が緩和され、移動が活発化す

ることが予想される。

イ スマートフォンの普及 

スマートフォンの高齢者の所持率は低いと思われてきたが、その所有率は近年急速に上

昇し、 年に 代は ％、 代は ％に達した。近年の伸び率を見ると、高齢者

における所持率は今後も上昇することが予想される。

 



68

68

 

69 
 

ターネット予約に関する実証実験を行い、利用者に予約を円滑に行ってもらえるための運

用を検討する。

 
ウ バスロケーションシステムの導入の検討 

利用者のさらなる利便性向上のために、今後、路線バスだけでなくデマンドバスにも

GPS を設置して、利用者が乗車以前に車両の位置情報を入手できるバスロケーションシス

テムの導入を検討する。バスロケーションシステムの導入に伴い、利用者には、バスの時

刻情報だけでなく、臨時バスの運行予定や観光などの揖斐川町に関する情報の提供を行う

ことも検討する。  

  
令和６年度までの期間において、揖斐川町では、モバイル定期券、インターネット予約

を以下のように進める予定である。

図表 Ⅲ- 揖斐川町における地域公共交通の利便性向上に関するスケジュール 

モバイル定期券 インターネット予約

対象 ふれあいバス、はなももバス はなももバス

令和４年度 養老鉄道から聞き取り

システム構築

－

令和５年度 運用開始 スマホ教室等での利用促進

ネット予約の実証実験

令和６年度 － 実証実験結果に基づく活用の検討

出所：揖斐川町資料 
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② 運行体系の見直し 

運行体系については、運行・利用情報等のデータ化による運行最適化シミュレーションを実施し、

ふれあいバス、はなももバスの利用実績に基づく、現在の運行状況を見直す。そのための分析とし

て、ふれあいバスの乗降調査、デマンドバスのログデータ、予約センターにおける予約状況（キャン

セルも含む）、モバイル定期券のログデータ等を用いる。 

この分析の結果、ふれあいバスについては、路線の見直し、運行車両、ダイヤ等を見直す。はなも

もバスについては、運行する車両の台数、運行時間等を見直す。このような見直しの後、現行のデマ

ンドバスのシステムが対応可能かを考慮し、必要に応じてシステムの改修も検討する 。 

 
➂ 利便性向上による利用者増加対策 

前述のように、高齢者におけるスマートフォンの所持率が急速に高まってきており、スマートフォン

に関連したサービスを提供することにより、コミュニティバスの利用が拡大することが予想される。 

したがって、揖斐川町では、モバイル定期券の発行、はなももバスのインターネット予

約の実施という２つの取組を実施することを目指している。さらに、バスロケーションシ

ステムの導入について検討を進める。

ア モバイル定期券の発行 

これまでふれあいバス、はなももバスの定期券は、紙媒体であったため、販売場所は揖

斐川町役場、揖斐川タクシー 株 のみであるとともに、時間帯も平日の 8:30～17:15 に限

られていた。また、決済方法は、現金のみであった。（なお、2023 年度も紙媒体の定期券

も併用される。）

2023 年度より、スマホアプリとしてモバイル定期券が利用可能になり、いつでも（24

時間）どこでも購入できるようになる。また、決済方法もクレジットカード等のオンライ

ン決済が可能になる。

イ はなももバスのインターネット予約 

はなももバスの予約は、これまでは電話だけであったが、今後はスマートフォンでも予

約を受け付けられるようにする。この結果、24 時間いつでも予約が可能となり、スマート

フォンを利用できる方にとっては便利になる。

特に高齢者の利用を促進させるために、スマホ教室等で予約方法についても取り上げて

もらい、使いこなせるようにし、インターネット予約における障壁を下げる。また、イン

 
10 本調査研究では、現行システムの不都合な点の改修について、デマンドバスシステムの開発企業に対するヒアリ

ングを行った。その結果として、改修が可能という回答した企業があったものの、改修・その後の運用に係る費

用はかなりかかることが予想された。 
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ターネット予約に関する実証実験を行い、利用者に予約を円滑に行ってもらえるための運

用を検討する。

 
ウ バスロケーションシステムの導入の検討 
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令和６年度までの期間において、揖斐川町では、モバイル定期券、インターネット予約

を以下のように進める予定である。

図表 Ⅲ- 揖斐川町における地域公共交通の利便性向上に関するスケジュール 

モバイル定期券 インターネット予約

対象 ふれあいバス、はなももバス はなももバス

令和４年度 養老鉄道から聞き取り

システム構築

－

令和５年度 運用開始 スマホ教室等での利用促進

ネット予約の実証実験

令和６年度 － 実証実験結果に基づく活用の検討

出所：揖斐川町資料 
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第４章 医療におけるデジタル技術の活用 
 

１ 地域医療の課題 

我が国の医療提供体制は、国民皆保険制度とフリーアクセスの下で、国民が必要な医療を受け

ることができるよう整備が進められ、国民の健康を確保するための重要な基盤となっている。し

かし、急速な少子高齢化に伴う疾病構造の多様化、国民の医療に対する意識の変化等、地域医療

を取り巻く環境が変化しており、地域医療では様々な問題が顕在化してきている。この傾向は、

「団塊の世代」が 75 歳を迎える日本がさらなる「超高齢社会」に突入する 2025 年には、様々な

分野で問題が一層深刻化すること（いわゆる｢2025 年問題｣）が懸念されている。 

地域医療においては、医師の地域的な偏在、及び診療科間の偏在の問題や救急患者の受入れの

問題等に直面しており、これらの問題に対する緊急の対策を講じる必要がある地域が多い。近隣

に医療機関がなく医者にかかることが容易ではない地域や、専門医が不足し特定疾患において高

度な医療を域内で受けることができない地域も、多数存在する。 

こうした状況下において、将来を見据え、どのような医療提供体制を構築するかという中長期

的な課題にも取り組むことが、地方自治体にとって必要となってきている。 

特に高齢化が進んだ地域においては、診療等の医療行為が増加しているのに対し、専門医を中

心に、医師等の医療従事者の不足が顕著になってきており、デジタル技術等を活用し、医療サー

ビスを効率的に提供できる体制を構築することが求められている。 

 
２ 遠隔医療の事例 

本節では、遠隔医療の分類分けを行い、既に導入している事例や実証実験の事例を取り上げ

る。医師と医師間等の連携を促進するモデルには、次のような種類が挙げられる。 
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(1) 映像・画像等による連携 

① 遠隔コンサルテーション 

ア 遠隔コンサルテーションの概要 

遠隔コンサルテーションは、テレビ会議システム等を用いて、遠隔地にいる専⾨医に診

療情報や検査画像等を共有しながら診断・治療方針等に関する相談を行うことである。患

者・医師等の移動を伴うことなく専⾨医の助言のもとで主治医が患者の診断や治療方針決

定を行うができる。また、医師間だけでなく、遠隔リハビリテーションなど、医師と看護

師等医療従事者間、看護師と熟練看護師などで実施される場合もある。 

遠隔コンサルテーションの実施形態として、主治医と専⾨医をつなぐ等の患者非同期

と、主治医側に患者が同席して専⾨医とつなぐ DtoDtoP 型の患者同期がある。主治医と専

門医をつなぐ場合が多いが、症例によって専門医と熟練専門医との間で遠隔コンサルテー

ションを行う場合もある。 
 

図表 Ⅳ- 遠隔コンサルテーションのイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 

 
遠隔コンサルテーションは、医師と医師の時間を合わせる必要があり、更に患者同期の

場合は患者も時間を合わせる必要があることから、コンサルテーション受け入れの体制の

構築や調整役が必要になる。 

また、コンサルテーションをボランティアで実施するのでは継続性の担保が難しいた

め、⽀援側のインセンティブの設定も必要である。 
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(1) 映像・画像等による連携 

① 遠隔コンサルテーション 

ア 遠隔コンサルテーションの概要 

遠隔コンサルテーションは、テレビ会議システム等を用いて、遠隔地にいる専⾨医に診

療情報や検査画像等を共有しながら診断・治療方針等に関する相談を行うことである。患

者・医師等の移動を伴うことなく専⾨医の助言のもとで主治医が患者の診断や治療方針決

定を行うができる。また、医師間だけでなく、遠隔リハビリテーションなど、医師と看護

師等医療従事者間、看護師と熟練看護師などで実施される場合もある。 

遠隔コンサルテーションの実施形態として、主治医と専⾨医をつなぐ等の患者非同期

と、主治医側に患者が同席して専⾨医とつなぐ DtoDtoP 型の患者同期がある。主治医と専

門医をつなぐ場合が多いが、症例によって専門医と熟練専門医との間で遠隔コンサルテー

ションを行う場合もある。 
 

図表 Ⅳ- 遠隔コンサルテーションのイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 

 
遠隔コンサルテーションは、医師と医師の時間を合わせる必要があり、更に患者同期の

場合は患者も時間を合わせる必要があることから、コンサルテーション受け入れの体制の

構築や調整役が必要になる。 

また、コンサルテーションをボランティアで実施するのでは継続性の担保が難しいた

め、⽀援側のインセンティブの設定も必要である。 
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② 遠隔カンファレンス 

ア 遠隔カンファレンスの概要 

遠隔カンファレンスとは、複数の拠点にいる医師やメディカルスタッフがテレビ会議シ

ステムを用いて患者の事例検討等を行うことで、医療従事者の移動を伴わずに対面に近い

双方向のディスカッションを実現する。 

専門医・医師、看護師、理学療法士等の医療従事者が、それぞれの分野・専門性の立場

から事例患者について最善の治療方針や支援方法を話し合い検討することで、医師、メデ

ィカルスタッフの教育、書物だけでは習得できない医療ナレッジや患者支援の方法を学ぶ

ことが期待されている。 
図表 Ⅳ- 遠隔カンファレンスのイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 

 
イ 遠隔カンファレンスの事例：東北大学大学院医学系研究科 

東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野では、教室がカンファレンス主催者とな

り、テレビ会議システムを用いてんかん専門医が提供する症例検討会を週に１度開催して

いる。参加制限はなく、てんかんについて学びを深めたい医療従事者が国内外から広く参

加している。 
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イ 遠隔コンサルテーションの事例：岩手医科大学 

岩手医科大学が岩手県からの委託を受けて被災地の医療機関を対象に行った調査によれ

ば、特に急性期の症例や、慢性期であっても判断の難しい症例について、現地で診療にあ

たる医師に対して適切な助言を迅速に提供できる体制の構築が強く求められている。さら

に岩手医科大学を中心とする地域医療連携には、現地で勤務する若手医師・大学院生等を

遠隔教育等によって育成する機能も求められている。  

岩手医科大学では、被災地医療機関から寄せられた「大学病院の専門医と文字情報や動

画像等を情報共有してコンサルテーションを行いたい」という要望に応えるために、テレ

カンファレンスシステムによる遠隔対話と診療情報プレゼンテーションを行っている。 

本事業におけるテレカンファレンスシステムは、テレカンファレンス端末が電子カルテ

端末のモニタになっている点が特徴で、通常の業務を行っているその場でテレカンファレ

ンスを始めることができる。 

通常と同じように電子カルテに表示するだけで、相談相手にも同じ映像を見てもらうこ

とができる。また、HD 対応のテレカンファレンスシステムであり、高精細で鮮明かつタ

イムラグがなく画面に表示されることでリアルタイムなディスカッションを行うことがで

きる。 

本テレカンファレンス端末の操作は、専用のタッチパネルによって行われている。ま

た、カメラ、マイク、スピーカを内蔵しているため、それらの接続が不要であり、音量の

操作もタッチパネルだけでできるため、取り扱いが判りやすくなっており、医師だけで簡

単に利用できるとの評価を得ている。 

 
図表 Ⅳ- 岩手医科大学の遠隔コンサルテーションの概要 

出所：岩手医科大学「遠隔医療ネットワークシステムの構築」 
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図表 Ⅳ- 遠隔救急連携のイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 

 

遠隔医療のモデルの中では⽐較的導⼊効果を定量的に出せる、ものであるが、地⽅によ

っては導入費用や運用費用の確保等の課題を抱えている。都市部より搬送先が限られてい

る地⽅部での導入ニーズが⾼い。 

支援側によって支援側施設に搬送すべきと診断された場合は入院費等の診療報酬が含ま

れるが、搬送不要とした場合⽀援側の収入がないため課題となっている。 

 
イ 遠隔救急連携の事例：山口大学医学部附属病院 

山口大学医学部附属病院が県内（⼀部は隣接県所在）の脳卒中患者の受⼊医療機関（長

門病院、萩市民病院、美祢市立病院など）の⽀援を行っている。 

受入医療機関が、山口大学医学部附属病院の脳卒中医の読影・診断の補助を受けながら

治療・搬送等を行える体制が構築されている。ネットワーク名称は「Telesa（Tele-stroke 

Advance）」である。利用医療機関数は年々増えてきており、2022 年３月時点で 14 施設と

なっている。平均すると１日に１件程度のペースで支援依頼があり、支援依頼のうち約

１/４が搬送対応となっている。 
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図表 Ⅳ- 東北大学病院の遠隔カンファレンスの概要

出所：総務省「遠隔医療モデル参考書 -医師対医師（DtoD）の遠隔医療版-」

➂ 遠隔救急連携

ア 遠隔救急連携の概要

遠隔救急連携は、専門医の在院していない医療機関が脳卒中、急性冠症候群、急性大動

脈解離等の患者を受け入れた際に、ICT を活用して患者の検査画像等を支援側施設に提供

することで、専門医が治療・搬送等に係る支援を行うものである。

医師偏在が医療課題となる中で専門医の不足する地域においては、専門性の高い疾病等

の救急患者は専⾨医が所在する遠方の医療機関まで搬送されることになる。遠隔救急連携

を導入することにより、専門医の在院していない医療機関でも必要に応じて救急患者を受

け入れ、専門医の支援のもとに対応を行い、本当に搬送が必要な患者は初期対応を行った

上で専門医のもとへ搬送することが可能になる。また、救急搬送受入医療機関（支援側施

設）は、事前の情報共有によって患者到着前に受入後の対応の準備を進めることができ

る。
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図表 Ⅳ- 遠隔手術指導のイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 

 
イ 遠隔手術指導の事例：東京女子医大、NTT ドコモ 

東京女子医大と NTT ドコモは、商用第５世代移動通信方式（以下、商用５G）を活用し

た遠隔手術支援システム、及び移動型スマート治療室「SCOT®」を用いた実証実験を

2020 年 10 月に実施した。 

商用５G を用いてスマート治療室と遠隔地の専門医を接続し、高精細な手術映像などの

大容量データについての双方向通信を検証するもので、商用５G とドコモのクラウドサー

ビス「ドコモオープンイノベーション クラウド®」を活用した遠隔医療実験となってい

る。 

これにより、緊急の脳外科手術等で熟練医が不在の時や感染症等で入室可能な医療スタ

ッフが限定された状況でも、遠隔から手術支援を行うことが可能になる。社会的問題とな

っている高度医療従事者不足に伴う医師の負担の増大や地域医療における医師偏在などの

課題解決を目指している。 
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図表 Ⅳ- Telesa による-医師対医師（DtoD）の遠隔医療-概要（Hub & Spork 型地域連携） 

出所：総務省「遠隔医療モデル参考書 -医師対医師（DtoD）の遠隔医療版-」 

※富⼠フイルムメディカル株式会社提供資料 

 
➃ 遠隔手術指導 

ア 遠隔手術指導の概要 

遠隔手術指導は、ICT を活用して手術中の術野映像、患者のバイタルデータ、検査画像

データ、手術室内映像等をリアルタイムに遠隔地の医師へ共有することで、遠隔地にいる

他の医師の指導を受けながら手術を行うものである。 

専門医が多数所在する大学病院等において、若手・中堅の外科医は、各領域の専門医等

が隣で指導する中で手術経験を積み、患者の安全を確保した上で自らの専門領域を広げて

いくことができるが、医師不足地域で診療に従事する外科医は、身近に相談できる専門医

等がいないために手術経験を積みにくい現状がある。 

遠隔手術指導の導入により、医師不足地域であっても各領域の専門医等の指導のもとで

手術対応ができるようになることは、若手・中堅の外科医の地方勤務の後押しとなり、医

師の偏在解消に繋がる。 

遠隔手術指導の有用性は認識されつつも、システム導入のコストや指導する側と指導を

受ける側の関係性が構築されていないと導入は難しく、現在のところ実稼働の例は多くな

い。 
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図表 Ⅳ- 遠隔手術指導のイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 
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図表 Ⅳ- 遠隔放射線画像診断のイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 

 
イ 遠隔放射線画像診断の事例：熊本中央病院の「くまちゅう画像ネット」 

くまちゅう画像ネットは、2012 年４月に開始された。セキュリティを確保したインター

ネット回線を用いて紹介患者の情報の共有化を図るシステムで、かかりつけ医の診療を側

面から支援していくことを目的としている。 

かかりつけ医の医療機関内に設置する専用端末上で紹介患者の診療情報等をご参照頂く

ことが可能になる等、従来にもましてかかりつけ医の利便性が図れる。 

 
【主な利用できる機能】 

・検査結果等の閲覧 

熊本中央病院の患者 ID と他医療機関の患者 ID を一度ひも付けする事で検査結果等

が閲覧可能となっている。 

・他医療機関で検索する際は自院の患者 ID で検索可能。 

画像・レポート（CT・MRI・RI・心カテ(静止画)・内視鏡・エコー・レントゲン等

の検査結果）が閲覧できる。 

※画像は DICOM 又は JPEG 形式でダウンロード可能。ダウンロードした画像 

は、zip 形式で圧縮保存。 

・検査予約 

CT・MRI の予約が 24 時間 365 日、専用端末からオンラインで可能である。 

・紹介するかどうか迷った時に画像を転送し、画像をお互いに見ながら discussion 可

能である。画像転送後、地域医療連携室に連絡すると、患者名・診療科・希望医師

を伺い熊本中央病院の医師につなぐ。 
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図表 Ⅳ- 東京女子医大、NTT ドコモの遠隔手術指導のシステム概要 

出所：東京女子医大、NTT ドコモ「商用 5G を活用した国内初の遠隔手術支援実験を開始 」（報道資料） 

 
 

➄ 遠隔放射線画像診断 

ア 遠隔放射線画像診断の概要 

遠隔放射線画像診断は、ICT を活用して CT、MRI 等の医用画像を遠隔地の放射線科医

に転送することで、放射線科医が不足または不在の医療機関での画像診断を遠隔地の放射

線科医が支援するものである。 

CT、MRI 等の検査装置（以下「モダリティ」という。）の普及状況と比較し、医用画像

診断の専門家である放射線科医が不足している。そのため、近隣の医療機関で検査を受け

ることができても、読影に専門性を必要とする場合には、検査画像を放射線科医のいる医

療機関まで持参する等して診断を受ける必要がある。遠隔放射線画像診断を導⼊すること

により、こういった患者負担が軽減されるとともに、専門の放射線科医による画像診断を

受診する機会が拡大される。 
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い手術を受ける機会が制限されてしまうため、手術中に病理デジタル画像を⽤いて術中迅

速病理診断を行う「遠隔術中迅速病理診断支援」は重要である。 

 
図表 Ⅳ- 遠隔病理画像診断のイメージ 

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「総務省請負事業 医師対医師（DtoD）の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 報告書概要版」 

 

標本を電子化するバーチャルスライドスキャナが依頼側に⼗分普及していないこともあ

り、デジタル病理画像による遠隔病理診断は普及していない状況である。（現状、病理標本

の６割程度が衛生検査場にて作成されている。最近では衛生検査場にて標本作成に加えて

デジタル画像化するサービスが提供され始めている。） 

クラスⅡの薬事承認を受けていないバーチャルスライドスキャナを使用する場合は、後

日、スライドガラス標本による再確認が必要であることも普及の障壁になっている。（クラ

スⅡの承認を受けているのは、Philips など⼀部のみである。） 

 
イ 遠隔病理画像診断の事例：滋賀県 全県型遠隔病理診断 ICT ネットワーク 

滋賀県の全県型遠隔病理診断 ICT ネットワークでは、次図のように、複数の施設を互い

に連結しているため、複数の病理医が一つの症例を同時に検索し、協議した後の同意診断

を依頼元病院へ提供したり、不在時には他の病理医が代行することが可能である。 
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図表 Ⅳ- 「くまちゅう画像ネット」 利用件数 

出所：熊本中央病院 広報誌／平成 29 年７月より 

 
図表 Ⅳ- 「くまちゅう画像ネット」 参加医療機関（2017 年 6 月現在） 

出所：熊本中央病院 広報誌／平成 29 年７月 

 
６ 遠隔病理画像診断 

ア 遠隔病理画像診断の概要 

遠隔病理診断は、患者から採取した病変部の組織や細胞から作られた標本の顕微鏡画像

等を電子化し、種々の情報回線を通じて他地点に伝送し、空間的に離れた２地点、または

多地点間で、病理組織や細胞診の診断およびコンサルテーションを行うものである。 

病理診断は、疾患の最終診断として大きな役割を果たす一方で、日本国内には病理専門

医が不足している現状がある。特に、手術中に行われる術中迅速性診断では、手術中の病

理診断により患部や切除範囲の判断が求められるため、手術を実施する医療機関に病理専

門医が非常勤で出向いたり、患者が病理専門医がいる医療機関に転院して⼿術を受けたり

する必要がある。医療機関で病理診断ができない場合は、術中迅速病理診断を伴う質の高
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イ 電子カルテ等の連携の事例：箕面市立病院＿地域医療ネットワークシステム 

箕面市立病院では、インターネットを活用して、地域の医療機関（かかりつけ医）が市

立病院に保存されている患者の診療に関する情報を参照するシステムを構築した。 

インターネットの利用については、患者の情報が外部に漏れないように厳格な仕組みを

整備しており、このシステムは、かかりつけ医が患者の情報を参照することに同意してい

ただいた場合に限って利用可能である。 

平成 28 年３月時点では、箕面市内及び近隣市の 23 医療機関が参加している。 

 
図表 Ⅳ- 箕面市立病院の「地域医療ネットワークシステム」の概要 

出所：箕面市立大学病院 Web サイト11（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
② レセプト情報連携 

ア レセプト情報連携の概要 

医療提供の効率化、保険者機能の発揮を目的に、保険者が保有するレセプト情報を患者

自身の提供同意の下、医師に開示する仕組みにおいて、ユーザビリティ等の機能性及び患

者情報収集（問診等）の効率化、合理化を促進する仕組みが検討されている。 

レセプト情報共有データベースへの患者側のアクセスキーとしてマイナンバーカード

を、医師の認証キーとして HPKI カードを活用することが予想される。 

※マイナンバーカードを所持していない患者は、被保険者証を利用。 
 

 

 
11 https://www.minoh-hp.jp/cmn/network.html 
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図表 Ⅳ- 全県型遠隔病理診断 ICT ネットワーク事業の概要 

出所：総務省「全県型遠隔病理診断 ICT ネットワーク事業・イメージ詳細図（滋賀県）」  

 
 

(2) データ等による連携 

① 電子カルテ等の連携 

ア 電子カルテ等の連携の概要 

ある医療機関が保有する処方箋や検査画像等の診療データを、個人が管理するクラウド

上の保存場所（PDS：Personal Data Store）を介して、他の医療機関における診療等への

活用が期待される。  

平成 29～30 年の AMED(日本医療研究開発機構)が実施した PHR プラットフォームモデ

ル研究では、14 の大学・医療研究機関等や関係の 50 医療機関の参加のもと、脳・心卒中

領域を中心に、低廉かつ安全に患者のスマホに診療データを戻すことで、医療機関同士の

システム連携の有無に関わらずデータを共有することが検討された。 

 
図表 Ⅳ- 電子カルテ等のデータ共有のイメージ 

出所：総務省「総務省が推進する医療 ICT 政策について」 
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イ 電子カルテ等の連携の事例：箕面市立病院＿地域医療ネットワークシステム 
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図表 Ⅳ- 箕面市立病院の「地域医療ネットワークシステム」の概要 

出所：箕面市立大学病院 Web サイト11（2023 年３月 10 日アクセス） 
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➂ 調剤情報連携 

ア 調剤情報連携の概要 

保険薬局間における調剤情報連携ができていないと、薬剤師が重複調剤等に気づけない

ことがある。保険薬局間等での調剤情報連携のモデル構築に向け、重複調剤等の調剤情報

を確認できるサーバを通じて電子的に共有し、効果的に調剤に役立てる相互接続基盤の整

備が検討されている。 

マイナンバーカードの公的個人認証を利用し、各保険薬局等にて管理している患者調剤

情報の名寄せ（情報紐付け）及び患者特定・同意取得における業務効率化等が期待され

る。 

 
図表 Ⅳ- 調剤情報連携のイメージ 

出所：総務省｢平成３０年度総務省事業 医療等分野におけるネットワーク基盤利活用モデルに関する調査研究｣を

もとに一部修正 

 
イ 調剤情報連携の事例：山形県酒田地区薬剤師会「お薬情報共有システム」 

一般社団法人 酒田地区薬剤師会では、「お薬の重複や飲み合わせチェック」、「お薬情報

の外部保存」、「システムへの参加薬局との情報共有」を目的に、「お薬情報共有システム」

を導入した。 

「お薬情報共有システム」は、医療機関からの処方箋に基づき地域の保険薬局で調剤し

た情報を、安全に管理されたクラウドサービスにおいて外部保存し、同意を得た患者の情

報についてのみ地域の保険薬局間で共有するものであり、その情報は保険薬局での調剤の

際などに活用されている。 
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図表 Ⅳ- レセプト情報共有システムのイメージ 

 
出所：総務省｢平成３０年度総務省事業 医療等分野におけるネットワーク基盤利活用モデルに関する調査研究｣ 

 
イ レセプト情報連携の事例：山梨県大月市 

山梨県大月市では、日本医師会の推進する「かかりつけ連携手帳」を電子化し、医療機

関、訪問看護・介護施設の情報、個人の血圧・体温等のデータを PHR(Personal Health 

Record)として本人のスマートフォンに保存することで、転居先 や避難先で提示・活用

し、医療・介護サービスの適切な提供や迅速な災害対応を実現している。 

 
図表 Ⅳ- 山梨県大月市におけるレセプト情報等の連携の画用 

出所：総務省｢総務省が推進する医療 ICT 政策について｣ 
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図表 Ⅳ- K-MIX R の概要 

出所：かがわ医療情報ネットワーク協議会｢かがわ医療情報ネットワーク（K-MIX R）の概要について｣ 

 
K-MIX Rは、K-MIX、K-MIX＋、地域連携クリティカルパス、医療機関情報システム、レセプト

情報活用診療支援システム(RICCS)を含めたシステム群の総称である。ポータルサイトからすべて

のシステムにアクセスが可能となっている。 

香川県医師会が運営する K-MIX（かがわ遠隔医療ネットワーク 2003年運用開始）は遠隔読影

や地域連携クリティカルパスの機能を提供しており、香川県が運営する K-MIX+（かがわ医療情報

ネットワーク 2014年運用開始）は診療情報連携の機能を提供している。 

診療情報連携は、従来の K-MIX+と新たに加わったMINCSの２システム運用により、さらに緊

密な情報共有が可能になっており、レセプト情報を参照するシステムの BASICも全国で初めて稼

動した。 

K-MIX として長く使われてきた遠隔読影・クリティカルパスは、それぞれシステムを更新し、引き

続き医療の現場を支援している。 
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図表 Ⅳ- 山形県酒田地区薬剤師会の「お薬情報共有システム」の概要 

出所：ちょうかいネット Web サイト12（2023 年３月 10 日アクセス） 

 
(3) その他 

① かがわ医療情報ネットワーク協議会「K-MIX R」 

かがわ医療情報ネットワーク「K-MIX R」は、香川県内の医療関連施設（病院・診療所・調剤薬

局・企業等）を情報ネットワークでつなぎ、医療情報を相互に共有することで、質の高い医療サービ

スを実現する仕組みである。 

2021年から、K-MIX と K-MIX+は、香川県と香川県医師会が共同で発足させたかがわ医療情

報ネットワーク協議会の運営のもと、K-MIX R（かがわ医療情報ネットワーク）としてさらなる進化を

目指す。 

K-MIX Rの「R」には、新しく生まれ変わり（Reborn）、変革に挑み（Revolution）、「K-MIX」の歴

史を受け継ぎ発展させる決意（Resolution）がこめられている。 

 
 

 
12 http://www.nihonkai-hos.jp/choukai-net/patient/pharmacy.html 
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12 http://www.nihonkai-hos.jp/choukai-net/patient/pharmacy.html 
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イ PHR の活用の事例：群馬県前橋市＿母子健康情報サービス／PHR 活用の発展可能性

前橋市では、｢母子健康情報サービス｣から PHR 活用を発展させていくことを構想して

いる。

図表 Ⅳ- 母子健康情報サービスの取組と PHR 活用のイメージ

出所：前橋市情報政策課｢母子健康情報サービスの取組 〜ＰＨＲの実現に向けて〜｣

92

図表 Ⅳ- K-MIX R のシステム構成の概要

出所：かがわ医療情報ネットワーク協議会｢かがわ医療情報ネットワーク（K-MIX R）の概要について｣

② PHR の活用

ア PHR の活用の概要

病院や薬局ごとに保存・保管している個人の医療データであるパーソナルヘルスレコー

ドを、個人の同意を得たうえで、具体的なサービスモデルや情報連携技術モデルを構築し

ていこうという動きがある。

総務省｢平成 30 年度総務省事業 医療等分野におけるネットワーク基盤利活用モデルに

関する調査研究｣における PHR 事業者等への調査により、医療機関等が保有する処方情

報、病歴やアレルギー歴と、国・自治体や保険者が保有する情報については予防接種情報

や特定健診情報の連携ニーズが高いとの結果を得た。

マイナポータル API(仮称)やオンライン資格確認等システムについて調査を行い、情報

連携の方法として、医療機関や地域医療連携ネットワーク（EHR）から安全かつ効率的に

PHR 事業者と情報連携を行うもの等が検討されている。

図表 Ⅳ- PHR の活用の概要

出所：総務省｢平成 30 年度総務省事業 医療等分野におけるネットワーク基盤利活用モデルに関する調査研究｣
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第５章 下呂市における地域医療支援におけるデジタル技術の活用の検討 
 

１ 下呂市の概要 

(1) 位置及び地勢、面積 

下呂市は、岐阜県の中東部に位置し、北は高山市、南は加茂郡、西は郡上市、関市、東は中

津川市と長野県に接している。ほぼ中央を飛騨川が南へ流れ、西には馬瀬川があり、周囲には

霊峰御嶽山をはじめ１千メートルを越える急峻な山々がそびえ、飛騨木曽川国定公園や県立自

然公園なども位置する自然豊かな地域となっている。また、御嶽を挟んで木曽谷と接してお

り、裏木曽とも呼ばれてきた。 

また、交通網では、飛騨川に沿って国道 41 号や JR 高山本線が通り、横断する形で国道

256 号、257 号が通じている。 

 
図表 Ⅴ- 下呂市の位置 

出所：下呂市 Web サイト13 （2023 年３月 10 日アクセス） 

 

下呂市の面積は、851.21 平方キロメートルで岐阜県において３番目に大きい市町村とな

る。山林が面積全体の約９割を占め、自然豊かな場所となっている。河川に沿った平坦地とゆ

るやかな斜面を利用して、農業地、商業地、住宅地などが混在している。市の花は岩つつじ

で、市の木はもみじである。 

 
13 https://www.city.gero.lg.jp/soshiki/9/735.html 
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図表 Ⅴ- 下呂市の総人口の推移 

 
出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた下呂市の現状（2022 年 7 月更新）」 

 

 
図表 Ⅴ- 下呂市の年齢３区分別人口の推移 

 

出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた下呂市の現状（2022 年 7 月更新）」 
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また、下呂市は、下呂温泉や、濁河温泉、湯屋温泉、その他豊富な温泉地を有しており、中

でも下呂温泉は、日本３名泉と称されている。新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前ま

では、下呂温泉の宿泊人数は年間約 100 万人であり、観光地としても名高い場所である。 

 
(2) 市の沿革 

下呂市は平成 16 年３月１日に旧益田郡の萩原町、小坂町、下呂町、金山町、馬瀬村の５町

村が合併して誕生した。 

 
(3) 人口の動向 

人口は減少傾向が続いており、1990 年（平成２年）では４万人を超えていたが、2023 年１

月１日時点で 30,112 人、12,056 世帯となっている。また、将来推計人口では、2030 年には

25,828 人、2040 年には 20,834 人と予想されている（国立社会保障・人口問題研究所によ

る）。つまり 50 年で人口が約半分に減少する計算となっている。 

高齢者の割合については、40.6%（令和２年 10 月１日時点）であり、日本の平均が

28.8％、岐阜県の平均が 30.4%であるため、高齢化が進んでいる自治体であると言える。ま

た、2040 年には 50％を超えると予想されている（国立社会保障・人口問題研究所による）。

このことから、医療・福祉等の対策が求められている。 
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２ 下呂市の医療の現状と今後の方向性 

ここでは、下呂市「地域医療を守り、育てるための医療指針 下呂市医療ビジョン（第二次改

訂版）」等に基づき、下呂市の医療体制とその課題、今後の方向性について整理する。 

 
(1) 医療体制とその課題 

下呂市の高齢化は進行しており、今後は医療を必要とする人はますます増加することが予想

されている。

これに対し、サービスを提供する下呂市の医療体制は、次のようになっている。

下呂市には 18 の個人医院・診療所がある。二次医療機関としての役割を果たすものには、

市のほぼ中央には県立下呂温泉病院、そこから南に約 25ｋｍ離れた市立金山病院がある。し

かしながら、第３次医療機関に位置づけられるような大きな病院は市内にはなく、隣接する高

山市や中津川市、美濃加茂市、関市にある大きな病院の市内からの利用者も少なくない。

医師数については、残念ながら減少傾向であり、少ない医療資源で下呂市の地域医療を担っ

ているのが現状である。産婦人科医や小児科医などの専門医は、特に不足している。病院にお

いても常勤の専門医は少なく、非常勤医師で対応するケースが増えてきている。また、市内の

医療機関には脳外科専門医がいないため、軽度の脳疾患患者においても中部国際医療センター

等に救急搬送されている。

こうした中で、下呂市内の医療機関間における連携が求められるものの、市立金山病院と下

呂温泉病院間における整形外科関係の放射線画像のやり取りは、現状では市立金山病院で撮影

した画像を CD 媒体に焼き付け下呂温泉病院に情報提供書等とともに持参している。市内診療

所（個人含む）や市立金山病院などから県立下呂温泉病院へ紹介する場合において検査撮影し

た画像等を CD 媒体に焼き付け、紹介状等についても紙媒体において患者が持参している。ま

た逆紹介においても同様である。

(2) 今後の方向性 

効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築するこ

とを通じて、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進することを目的とした「地域医

療構想」が岐阜県において策定された。 医療提供体制の構築については、病院と病院、ある

いは病院と診療所が連携または役割分担をする病病連携や病診連携の推進が不可欠であり、そ

の方法について関係者による検討が必要である。
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(4) 経済・産業 

下呂市の 2010 年代の市町村内総生産は、1,100 億円台、1,200 億円台で推移しているが、

2018 年度、2019 年度は減少している。 

 
図表 Ⅴ- 下呂市の市町村内総生産と増減率の推移 

出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた下呂市の現状（2022 年 7 月更新）」 

揖斐川町における医療、福祉の産業別従業員数の構成比をみると 11.0％である。医療、福

祉の特化係数は、全国・県ともに１を下回っており、全国・県の構成比の平均よりも下回って

いる。 

 
図表 Ⅴ- 揖斐川町の産業別従業員数の構成比 

出所：岐阜県環境生活部統計課「統計からみた下呂市の現状（2022 年 7 月更新）」 
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（平成 29年３月策定）では、病床機能の分化及び連携、在宅医療等の充実、医療・介護従事者の

養成・確保等の方向性に沿って、地域包括ケアシステムの構築の加速化を目指している。

ウ 「くまもとメディカルネットワーク」の概要 

(i) 背景と目的 

「くまもとメディカルネットワーク」の構築は、地域包括ケアにおける医療と介護の連携の強化

が目的である。

厚生労働省が地域包括ケアシステムの構築をするために、平成２６年に地域医療介護総合

確保基金を設立したことで、全国各地でシステムの構築が進んだ。熊本県においても、熊本

県、熊本県医師会、熊本大学病院の 者で協定を結び、地域医療介護総合確保基金の獲得

を目指した。

全国各地で医療機関同士を繋ぐシステムは整いつつあったが、電子カルテのメーカーが同

じでないと繋がらないことがネックとなっており、データ変換をして１つにまとめることができる

電算のシステムを導入した。導入にあたっては、熊本県医師会が主体となって提案を行い、熊

本県医療政策課が進めた。

当初、パイロットエリアを設定して平成 27年 12月 10日に運用開始したが、熊本地震の被

害を受け、このような災害時にネットワークは役立つのではないかということで平成 28年に県

内全域に展開することとなった。

 
(ii) 基本方針 

「くまもとメディカルネットワーク」の基本方針として、以下の４つを掲げている。

 
〇 県内のすべての医療機関や介護関係施設等を結び、「オールくまもと」によるネットワークづ

くりを目指す。

〇 利用者が自ら賄える低コストで拡張性のあるシステム開発を行う。

〇 既存のネットワークがある場合、その利活用を検討する。

〇 個人の同意を得た上で、個人情報に関しては万全なセキュリティ対策を行う。

 
(iii) 運用の概要 

「くまもとメディカルネットワーク」とは、医療機関等をネットワークで結び、患者の

診療・調剤・介護に必要な情報を共有し、医療・介護サービスに活かすシステムである。

運用の概要は、以下のとおりである。 

・事業主体：公益社団法人 熊本県医師会（熊本県地域医療等情報ネットワーク連絡協議

会）

・運営管理会社：株式会社 電算 
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３ 遠隔医療の導入に向けた検討 

(1) 「くまもとメディカルネットワーク」に関する視察 

下呂市はデジタル技術を活用し、病院間の連携を促進するネットワークに関して参考となる

事例を調査するために、以下のように熊本県医師会を訪問してヒアリングを行った。

視察地：熊本県医師会

日時：2023 年２月 14 日 14:30～17:00 

2023 年２月 15 日 9:00～11:00 

参加者：熊本県医師会、電算

下呂市、日本データー、岐阜県、地方自治研究機構

以降では、ご提供いただいた資料とヒアリングの内容をもとに、「くまもとメディカルネッ

トワーク」や熊本県の医療状況等について整理した。

 
① 熊本県の概要 

熊本県は、九州のほぼ中央に位置する県で、世界有数のカルデラを持つ阿蘇山や有明海など豊

富な自然に恵まれた場所である。他にも国指定重要文化財となっている熊本城や、黒川温泉など

は、観光地としても名高い。

県内の人口は約 170万人で、そのうち熊本市の人口は 73万人となっている。人口の増減につい

ては、近年熊本市を含む中心部では微増ではあるが、山間部や海沿いについては、人口の減少が

顕著である。

また、高齢化率が 31％を超えており、「県民の 3.1人に１人以上が 65歳以上の高齢者」という状

態にある。

② 熊本県の地域医療課題と将来に向けた方向性 

ア 地域医療課題 

医療施設に従事する医師の約６割、看護師の約５割が熊本市に集中するなど、多くの保健医療

関係の人材が熊本市に集中しており、熊本市以外の地域では人材の確保が難しいといった地域

偏在の問題を抱えている。

イ 将来に向けた方向性 

団塊の世代が 75歳以上となる 2025年を迎えるに当たり、急激な医療・介護ニーズの変化や

増大に対応していく必要がある。県民一人ひとりが医療や介護が必要になっても、住み慣れた地

域で安心して暮らし、継続的かつ安定的にサービスを受けられるよう、「熊本県地域医療構想」
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（平成 29年３月策定）では、病床機能の分化及び連携、在宅医療等の充実、医療・介護従事者の

養成・確保等の方向性に沿って、地域包括ケアシステムの構築の加速化を目指している。

ウ 「くまもとメディカルネットワーク」の概要 

(i) 背景と目的 

「くまもとメディカルネットワーク」の構築は、地域包括ケアにおける医療と介護の連携の強化

が目的である。

厚生労働省が地域包括ケアシステムの構築をするために、平成２６年に地域医療介護総合

確保基金を設立したことで、全国各地でシステムの構築が進んだ。熊本県においても、熊本

県、熊本県医師会、熊本大学病院の 者で協定を結び、地域医療介護総合確保基金の獲得

を目指した。

全国各地で医療機関同士を繋ぐシステムは整いつつあったが、電子カルテのメーカーが同

じでないと繋がらないことがネックとなっており、データ変換をして１つにまとめることができる

電算のシステムを導入した。導入にあたっては、熊本県医師会が主体となって提案を行い、熊

本県医療政策課が進めた。

当初、パイロットエリアを設定して平成 27年 12月 10日に運用開始したが、熊本地震の被

害を受け、このような災害時にネットワークは役立つのではないかということで平成 28年に県

内全域に展開することとなった。

 
(ii) 基本方針 

「くまもとメディカルネットワーク」の基本方針として、以下の４つを掲げている。

 
〇 県内のすべての医療機関や介護関係施設等を結び、「オールくまもと」によるネットワークづ

くりを目指す。

〇 利用者が自ら賄える低コストで拡張性のあるシステム開発を行う。

〇 既存のネットワークがある場合、その利活用を検討する。

〇 個人の同意を得た上で、個人情報に関しては万全なセキュリティ対策を行う。

 
(iii) 運用の概要 

「くまもとメディカルネットワーク」とは、医療機関等をネットワークで結び、患者の

診療・調剤・介護に必要な情報を共有し、医療・介護サービスに活かすシステムである。

運用の概要は、以下のとおりである。 

・事業主体：公益社団法人 熊本県医師会（熊本県地域医療等情報ネットワーク連絡協議

会）

・運営管理会社：株式会社 電算 
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３ 遠隔医療の導入に向けた検討 

(1) 「くまもとメディカルネットワーク」に関する視察 

下呂市はデジタル技術を活用し、病院間の連携を促進するネットワークに関して参考となる

事例を調査するために、以下のように熊本県医師会を訪問してヒアリングを行った。

視察地：熊本県医師会

日時：2023 年２月 14 日 14:30～17:00 

2023 年２月 15 日 9:00～11:00 

参加者：熊本県医師会、電算

下呂市、日本データー、岐阜県、地方自治研究機構

以降では、ご提供いただいた資料とヒアリングの内容をもとに、「くまもとメディカルネッ

トワーク」や熊本県の医療状況等について整理した。

 
① 熊本県の概要 

熊本県は、九州のほぼ中央に位置する県で、世界有数のカルデラを持つ阿蘇山や有明海など豊

富な自然に恵まれた場所である。他にも国指定重要文化財となっている熊本城や、黒川温泉など

は、観光地としても名高い。

県内の人口は約 170万人で、そのうち熊本市の人口は 73万人となっている。人口の増減につい

ては、近年熊本市を含む中心部では微増ではあるが、山間部や海沿いについては、人口の減少が

顕著である。

また、高齢化率が 31％を超えており、「県民の 3.1人に１人以上が 65歳以上の高齢者」という状

態にある。

② 熊本県の地域医療課題と将来に向けた方向性 

ア 地域医療課題 

医療施設に従事する医師の約６割、看護師の約５割が熊本市に集中するなど、多くの保健医療

関係の人材が熊本市に集中しており、熊本市以外の地域では人材の確保が難しいといった地域

偏在の問題を抱えている。

イ 将来に向けた方向性 

団塊の世代が 75歳以上となる 2025年を迎えるに当たり、急激な医療・介護ニーズの変化や

増大に対応していく必要がある。県民一人ひとりが医療や介護が必要になっても、住み慣れた地

域で安心して暮らし、継続的かつ安定的にサービスを受けられるよう、「熊本県地域医療構想」
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・対象エリア：熊本県全域 

・利用施設：713 施設（令和４年３月時点） 

・参加方法：医療・介護等の施設については、くまもとメディカルネットワークサポー

トセンター（熊本県医師会内）に申請が必要。患者は同意書の提出が必要。 

・実施期間：平成 27 年 12 月運用開始 

 

なお、情報を共有する患者は、同意書を提出してもらう必要がある。施設が本ネット

ワークにログインするためには、医師であれば医師資格証（H P K I カード）、その他医

療従事者であれば申請をしたのちに受理される利用者カード（P K I カード）の読み込

みと、予め設定したパスワードが必要になる。 

本ネットワークは、直接施設同士で繋がっているわけではなく、熊本県医師会内に設

置しているメインサーバを介して繋がっているため、広域で繋がると同時に参加しやす

いのが特徴である。患者の検査結果などデータを出力する病院等は IP-VPN で繋がって

おり、介護施設などデータの閲覧のみを行う施設は SSL/TLS1.2 方式で繋がっている。 

 
図表 Ⅴ-6 「くまもとメディカルネットワーク」概要図 
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(iv) 「くまもとメディカルネットワーク」の機能 

本ネットワークの機能として、以下の通りである。

・ 参加者が情報共有の許可をした医療機関の間では、病名や、処方歴などの検査情報（画像

含む）等を確認することができる。

・ また、通院や処方歴をカレンダービューやタイムラインビューとして可視化することができ、各

種情報が一目で分かるようになっている。

・ タイムライビュ―などで詳細を選択すると、病院で行った検体検査や検査画像、読影レポート

を参照することができる。また、検体検査の結果は、結果値の推移をグラフ表示することがで

きる。

・ 診療情報提供書、訪問看護指示書、主治医意見書等のこれまで紙でやり取りをしていた文

書を電子的に行うことができるため、迅速化と医師の負担軽減になる。

・ 健診情報ビューアでは、患者の人間ドックなど過去の健診結果を閲覧することができる。具

体的に、検体検査の総合値や総合判定、コメントの閲覧が可能で、年度比較を行うことも可

能となっている。

・ 生活情報ビューアでは、施設間で情報の共有ができる掲示板機能があり、100MBまでのフ

ァイルをアップロードすることができる。

(v) 医療従事者のメリット 

医療機関同士で患者の紹介・逆紹介を行う際、中核病院とかかりつけ医による患者情報（病

歴、処方歴、検査データ等）の迅速な共有を通じ、患者の状態を正確に把握した質の高い医療

の提供が可能になるとともに、患者情報の問合せ等に要する負担軽減が図れる。特に救急時に

おいては、別の医療機関への搬送が必要となった場合、ネットワークを通して搬送先へ検査情

報を送れるため、迅速な対応が可能となる。

また、診療情報提供書を電子媒体で送付できるため、郵送に要する時間やコストを抑えるこ

とができると同時に、患者を待たせる時間を大幅に削減できる。

さらに、本ネットワークを通じて共有する患者等情報については、専用のサーバーでバックア

ップを取っているため、災害時のカルテ消失等に備えることができる。

 
(vi) 患者のメリット 

同意した患者については、受診時の状況や治療歴、検査データ、画像データなどを利用施設

で共有できるようになり、より質の高い医療や介護を受けることができるようになる。
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・対象エリア：熊本県全域 

・利用施設：713 施設（令和４年３月時点） 

・参加方法：医療・介護等の施設については、くまもとメディカルネットワークサポー

トセンター（熊本県医師会内）に申請が必要。患者は同意書の提出が必要。 

・料金：病院(1,000 円/月:税別)、その他施設(500 円/月:税別)。なお、本ネットワークで

患者等の情報を提供する施設（病院、診療所(一部を除く)、薬局）については、セキ

ュリティの確保された専用回線を使用するため、別途、通信料（4,500 円程度/月）を

負担 

・実施期間：平成 27 年 12 月運用開始 

なお、情報を共有する患者は、同意書を提出してもらう必要がある。施設が本ネット

ワークにログインするためには、医師であれば医師資格証（H P K I カード）、その他医

療従事者であれば申請をしたのちに受理される利用者カード（P K I カード）の読み込

みと、予め設定したパスワードが必要になる。 

本ネットワークは、直接施設同士で繋がっているわけではなく、熊本県医師会内に設

置しているメインサーバを介して繋がっているため、広域で繋がると同時に参加しやす

いのが特徴である。患者の検査結果などデータを出力する病院等は IP-VPN で繋がって

おり、介護施設などデータの閲覧のみを行う施設は SSL/TLS1.2 方式で繋がっている。 

 
図表 Ⅴ- 「くまもとメディカルネットワーク」概要図 
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➂ 市内における医療情報のプラットフォームの構築  

下呂市は、市内における医療機関の間において、医療を受ける市民の関連する情報の共有や市

民への医療行為に伴う手続を円滑に行なうためのプラットフォームを構築する。なお、市民の関連す

る情報の共有については、市民の同意を受けた上で共有できるようにする。このプラットフォームに

は、病歴や、処方歴、放射線検査等の検査情報等を確認することができるようにする。また、通院や

処方歴をカレンダービューやタイムラインビューとして可視化できるようにする。 

下呂市が事業主体となり、地域連携の一つとして将来的に市内の医療機関においてネットワーク

を活用し画像共有体制の構築を目指す。まず、市立病院・診療所と県立病院との間におけるネットワ

ークを活用し画像共有体制を構築する。 

(3) 市内におけるプラットフォームの導入・運用に関する課題

下呂市内におけるプラットフォームを導入・運用するにあたっての課題としては、以下のよ

うなものが挙げられる。 

➀ 利用が定着する機能を有するプラットフォームの構築 

プラットフォームを導入するには、多額の初期費用等がかかるため、それに応じた、あるいはそれ

以上の効果をもたらすような機能を包摂している必要がある。そのためには、市民及び市内の医療

機関におけるプラットフォームの利用が定着・普及できるための機能が必要となる。そのために考え

られる機能としては、医療機関と医療機関・医師と市民・医療と介護における双方向性が確保されて

おり、連携を可能とするものが考えられる。  

 
② 診察データの標準化、ソフトウェアにおける互換性の確保 

市内の医療機関の間における画像のやりとりを円滑に行うことができる環境を整備するには、診

療データの標準化やソフトウェアにおける互換性を確保する必要がある。 

 
➂ 市内の病院における導入の支援 

市内の病院にとってはプラットフォームを導入する際の初期費用の負担が重いことにより、プラッ

トフォームの普及が進まない懸念がある。それを解消するために、補助金や基金を活用すること望ま

しい。 

 
➃ 診療報酬の配分 

専門医がいる医療機関から支援を受け診療を行う場合には、医療機関間における診療報酬の配

分が問題になる。事前に合意を形成しておく必要があるため、実施に先立ち関係する医療機関にお

いて協議を行い、配分に関する取り決めを明確にしておく必要がある。 
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(vii) 災害時の有効性 

2020年７月に熊本県を中心に発生した集中豪雨によって、多くの医療機関や介護施設等で

水没などの被害があった。中でも球磨村診療所ではカルテの情報がすべて使用できない状況

になったが、本ネットワークに同意している参加者の病歴や処方の内容を閲覧でき、診療に役

立てることができた。

本ネットワークは、移動基地局車などによっても接続できるため、災害時に非常に有効である

ことが分かった。

(viii) 利用状況 

現在、同意数は 351,079件で、カード発行枚数は 93,746枚（令和５年３月時点）となってい

る。 日に 100～200枚程度増加している状況であり、今後も増加すると考えられる。

また、今後については、利用施設を増加させるため、いかに便利になるかを医療従事者に説

明していく。

 
補足：くまもとメディカルネットワーク運営委員会においては、熊本県の医療政策課・

デジタル推進課・産業支援課の３課による本ネットワークの利活用についての協

議を始めており、第８次熊本県保健医療計画に折り込むことを予定している。

 
(2) 下呂市におけるプラットフォーム構築による医療体制の整備  

下呂市は、高齢化が進行する中での医療体制等の課題を解決するために、地域医療プラット

フォームを構築し、医療業務の効率化を促進することを検討している。下呂市では、構築した

プラットフォームにより、次のようなことを行うことを念頭に置いている。 

 
① 画像データ（MRI・CT 等）の相互活用 

下呂市内の複数の医療機関において、相互にMRI・CT等の画像データを活用した診療等を行

う。まずは、市立金山病院と下呂温泉病院間における画像データをやりとりできる環境を整備する。

その後、他の医療機関との間でも画像データをやりとりできる環境を整備する。 

② 大きな画面を用いたデジタル診療  

大きな画面を用い、離れた医療機関の専門医による診療を行う。例えば、既存の病院の内科を受

診し、診察中に専門医のデジタル診療を受ける。専門医の指示により処方箋を発行してもらう。診察

の進め方については、毎回の診療に専門医受診は必要ないこともあるため、月に１回程度、専門医

診察日を設け診察する（患者の受診は年１～２回になることを想定）。 

通常は一般内科医が診察することになるが、カルテを共同使用できるシステムがあれば、専門医

がいる病院でもカルテを確認できる。 



107

107

 

107 
 

 
➂ 市内における医療情報のプラットフォームの構築  

下呂市は、市内における医療機関の間において、医療を受ける市民の関連する情報の共有や市

民への医療行為に伴う手続を円滑に行なうためのプラットフォームを構築する。なお、市民の関連す

る情報の共有については、市民の同意を受けた上で共有できるようにする。このプラットフォームに

は、病歴や、処方歴、放射線検査等の検査情報等を確認することができるようにする。また、通院や

処方歴をカレンダービューやタイムラインビューとして可視化できるようにする。 

下呂市が事業主体となり、地域連携の一つとして将来的に市内の医療機関においてネットワーク

を活用し画像共有体制の構築を目指す。まず、市立病院・診療所と県立病院との間におけるネットワ

ークを活用し画像共有体制を構築する。 

(3) 市内におけるプラットフォームの導入・運用に関する課題

下呂市内におけるプラットフォームを導入・運用するにあたっての課題としては、以下のよ

うなものが挙げられる。 

➀ 利用が定着する機能を有するプラットフォームの構築 

プラットフォームを導入するには、多額の初期費用等がかかるため、それに応じた、あるいはそれ

以上の効果をもたらすような機能を包摂している必要がある。そのためには、市民及び市内の医療

機関におけるプラットフォームの利用が定着・普及できるための機能が必要となる。そのために考え

られる機能としては、医療機関と医療機関・医師と市民・医療と介護における双方向性が確保されて

おり、連携を可能とするものが考えられる。  

 
② 診察データの標準化、ソフトウェアにおける互換性の確保 

市内の医療機関の間における画像のやりとりを円滑に行うことができる環境を整備するには、診

療データの標準化やソフトウェアにおける互換性を確保する必要がある。 

 
➂ 市内の病院における導入の支援 

市内の病院にとってはプラットフォームを導入する際の初期費用の負担が重いことにより、プラッ

トフォームの普及が進まない懸念がある。それを解消するために、補助金や基金を活用すること望ま

しい。 

 
➃ 診療報酬の配分 

専門医がいる医療機関から支援を受け診療を行う場合には、医療機関間における診療報酬の配

分が問題になる。事前に合意を形成しておく必要があるため、実施に先立ち関係する医療機関にお

いて協議を行い、配分に関する取り決めを明確にしておく必要がある。 
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(vii) 災害時の有効性 

2020年７月に熊本県を中心に発生した集中豪雨によって、多くの医療機関や介護施設等で

水没などの被害があった。中でも球磨村診療所ではカルテの情報がすべて使用できない状況

になったが、本ネットワークに同意している参加者の病歴や処方の内容を閲覧でき、診療に役

立てることができた。

本ネットワークは、移動基地局車などによっても接続できるため、災害時に非常に有効である

ことが分かった。

(viii) 利用状況 

現在、同意数は 351,079件で、カード発行枚数は 93,746枚（令和５年３月時点）となってい

る。 日に 100～200枚程度増加している状況であり、今後も増加すると考えられる。

また、今後については、利用施設を増加させるため、いかに便利になるかを医療従事者に

説明していく。

 
補足：くまもとメディカルネットワーク運営委員会においては、熊本県の医療政策課・

デジタル推進課・産業支援課の３課による本ネットワークの利活用についての協

議を始めており、第８次熊本県保健医療計画に折り込むことを予定している。

 
(2) 下呂市におけるプラットフォーム構築による医療体制の整備  

下呂市は、高齢化が進行する中での医療体制等の課題を解決するために、地域医療プラット

フォームを構築し、医療業務の効率化を促進することを検討している。下呂市では、構築した

プラットフォームにより、次のようなことを行うことを念頭に置いている。 

 
① 画像データ（MRI・CT 等）の相互活用 

下呂市内の複数の医療機関において、相互にMRI・CT等の画像データを活用した診療等を行

う。まずは、市立金山病院と下呂温泉病院間における画像データをやりとりできる環境を整備する。

その後、他の医療機関との間でも画像データをやりとりできる環境を整備する。 

② 大きな画面を用いたデジタル診療  

大きな画面を用い、離れた医療機関の専門医による診療を行う。例えば、既存の病院の内科を受

診し、診察中に専門医のデジタル診療を受ける。専門医の指示により処方箋を発行してもらう。診察

の進め方については、毎回の診療に専門医受診は必要ないこともあるため、月に１回程度、専門医

診察日を設け診察する（患者の受診は年１～２回になることを想定）。 

通常は一般内科医が診察することになるが、カルテを共同使用できるシステムがあれば、専門医

がいる病院でもカルテを確認できる。 
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➄ 個人情報保護法への対応等のシステム運営基準の作成 

市内の病院等が、プラットフォームを利用するにあたっては、個人情報保護法への対応やシステム

のセキュリティ確保等のコンプライアンス基準を整備しておく必要がある。例えば、市内の医療機関

等がプラットフォームにおいて市民の医療に関連する情報を共有する場合、市民から情報の共有に

関する同意を得ることが重要な手続になる。その手続において法的な問題が発生しないように、そ

れをマニュアル化することが求められる。  

 
(4) 今後の拡張における課題 

当面は、市内におけるプラットフォームの構築を目指すが、将来的には市外の第三次医療機

関を含めたネットワークの構築が必要になるであろう。三次救急医療機関への救急搬送におけ

る MRI 等の画像を救急搬送先で見えるようになることで、搬送前の適切な処置や搬送先での

処置準備が容易となることが期待される。ただし、三次救急医療機関を含む場合、他の市町村

とも連携を図ることが求められるので、広域に及ぶシステムの共通化が望まれる。したがっ

て、三次救急医療機関との連携については、県を含めた協議を進め、県全域で取り組んでいく

ことが望ましいと思われる。 
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